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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

(1)連結経営指標等

回次 第26期 第27期 第28期 第29期 第30期
決算年月 平成17年３月平成18年３月平成19年３月平成20年３月平成21年３月

売上高 （千円） 2,189,1713,611,2603,916,1613,749,9964,140,162

経常利益 （千円） 341,228882,309721,637355,354712,601

当期純利益 （千円） 185,627477,783385,010156,133149,475

純資産額 （千円） 668,6052,009,1022,318,7682,382,1482,433,628

総資産額 （千円） 1,904,8793,501,1823,815,4924,053,0654,235,857

１株当たり純資産額 （円） 2,531.611,247.221,395.74680.69 716.50

１株当たり当期純利益金額 （円） 588.04 342.28 241.64 46.66 43.34

潜在株式調整後

１株当たり当期純利益金額
（円） － 320.73 236.19 46.06 43.22

自己資本比率 （％） 35.1 57.4 60.3 58.3 56.5

自己資本利益率 （％） 31.6 35.7 17.9 6.7 6.3

株価収益率 （倍） － 18.43 15.81 14.79 13.34

営業活動による

キャッシュ・フロー
（千円） 258,484835,875464,003215,869494,528

投資活動による

キャッシュ・フロー
（千円） △216,828△267,896△518,118△793,401△544,495

財務活動による

キャッシュ・フロー
（千円） △98,964 583,460△65,490△27,008△195,825

現金及び現金同等物の

期末残高
（千円） 445,7091,597,1481,477,542873,003627,211

従業員数

(外、平均臨時雇用者数)
（人）

184

(15)

229

(44)

248

(64)

268

(72)

275

(60)

（注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。

２．第26期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、当社株式が非上場・非登録であり期中平均

株価を算出することができないため、記載しておりません。

３．第26期の株価収益率については、当社株式が非上場・非登録であり期中平均株価を算出することができない

ため、記載しておりません。

４．従業員数は、就業人員（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含んでおります。）であ

り、臨時雇用者数（常勤パートタイマー、非常勤パートタイマーを含み、人材派遣会社社員を除いておりま

す。）は、年間の平均人員を（　）書きの外数で記載しております。

５．当社は平成17年８月１日付で株式１株につき５株の分割を行っております。

 　　　 ６．当社は平成19年４月１日付で株式１株につき２株の分割を行っております。
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(2)提出会社の経営指標等

回次 第26期 第27期 第28期 第29期 第30期
決算年月 平成17年３月平成18年３月平成19年３月平成20年３月平成21年３月

売上高 （千円） 2,089,0043,506,0563,564,7823,357,0653,790,884

経常利益 （千円） 337,505881,443702,363382,316711,487

当期純利益 （千円） 183,524477,627367,043184,385175,885

資本金 （千円） 278,500660,500687,750754,940754,940

発行済株式総数 （株） 248,5001,592,5001,647,0003,469,6003,469,600

純資産額 （千円） 668,7272,009,0672,280,6632,371,8192,429,924

総資産額 （千円） 1,855,9483,456,7763,628,8613,869,2064,100,885

１株当たり純資産額 （円） 2,532.101,247.201,384.81683.64 727.48

１株当たり配当額

(うち１株当たり中間配当額)
（円）

200.00

(－)

80.00

(－)

80.00

(－)

30.00

(－)

30.00

(－)

１株当たり当期純利益金額 （円） 579.57 342.16 230.36 55.10 51.00

潜在株式調整後

１株当たり当期純利益金額
（円） － 320.62 225.16 54.39 50.85

自己資本比率 （％） 36.0 58.1 62.9 61.3 59.3

自己資本利益率 （％） 31.1 35.7 17.1 7.9 7.3

株価収益率 （倍） － 18.44 16.58 12.52 11.33

配当性向 （％） 34.5 23.4 34.7 54.4 58.8

従業員数

(外、平均臨時雇用者数)
（人）

178

(13)

223

(43)

211

(53)

228

(61)

242

(50)

　（注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。

２．第26期の１株当たり配当額には、特別配当50円を含んでおります。

第27期の１株当たり配当額には、特別配当10円及び記念配当30円を含んでおります。

第28期の１株当たり配当額には、記念配当30円を含んでおります。

３．第26期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、当社株式が非上場・非登録であり、期中平

均株価を算出することができないため、記載しておりません。

４．第26期の株価収益率については、当社株式が非上場・非登録であり、期中平均株価を算出することができな

いため記載しておりません。

５．従業員数は、就業人員（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含んでおります。）であ

り、臨時雇用者数（常勤パートタイマー、非常勤パートタイマーを含み、人材派遣会社社員を除いておりま

す。）は、年間の平均人員を（　）書きの外数で記載しております。

６．当社は平成17年８月１日付で株式１株につき５株の分割を行っております。

　　　　７．当社は平成19年４月１日付で株式１株につき２株の分割を行っております。
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２【沿革】
年　月 事　　　　　　項

昭和51年５月創業者、佐藤廣志及び青木精志の両名が個人事業として電子精密部品の製造を開始

昭和53年３月業容の拡大により、電子精密部品製造を目的として山形県南陽市に日東電子有限会社を設立

昭和54年９月日東電子株式会社を新たに設立し、日東電子有限会社の業務を全面的に事業継承

昭和57年４月日東電子株式会社にソフトウェア事業部が発足

昭和58年11月ソフトウェア事業部がエヌ・デーソフトウェア株式会社として独立（新会社設立）

 （注記：この項以降では、特に断りのない場合はエヌ・デーソフトウェア株式会社の沿革を記載してお

ります。）

平成２年10月日東電子株式会社敷地内にエヌ・デーソフトウェア株式会社の新社屋を竣工

平成３年４月 パッケージソフトウェア開発事業開始

平成４年４月 「ほのぼの」シリーズの製品リリースを開始

（社会福祉法人向けパッケージソフトウェア「ほのぼの」シリーズ(MS-DOS版)をリリース開始。財務会

計、給与管理などの基幹系業務から適用範囲を暫時拡大し、措置費請求、勤務表など

広範な福祉施設業務の品揃えを確立）

平成６年７月 老人保健施設向け「ほのぼのステーション」シリーズリリース開始

（Windows版の老人保健施設、訪問看護向けソフトウェアをリリース開始、この時期以降、

各「ほのぼの」シリーズをWindows版へ改修し、暫時リリース）

平成７年12月東京営業所を開設

平成９年12月九州営業所を開設

平成10年１月関西営業所を開設

平成11年９月介護保険版「ほのぼのシリーズ」リリース開始

（介護保険適用施設向けソフトウェアとして、旧来のソフトウェアを全面的に改修）

平成11年10月日東電子株式会社に介護事業部が発足、ほのぼのケアサービス（介護サービス事業所）を開設

平成11年12月北海道営業所・東北営業所(本社内)・北陸営業所を開設

平成12年４月日東電子株式会社と合併し、改めてエヌ・デーソフトウェア株式会社として再出発

介護保険の制度運用開始　ほのぼのケアサービスが本格的な介護サービス業務を開始

 （注記：合併における形式上の存続会社は日東電子株式会社であり、合併時にエヌ・デーソフトウェア

株式会社に商号変更いたしました。）

平成13年１月山形システムセンター（開発拠点）を開設

平成13年７月中部営業所を開設

平成13年12月業務内容の整理により、日東電子株式会社の創立時来の業務であった電子精密部品製造を終了

平成14年10月障害者施設支援費制度向け（Windows版）のリリースを開始

平成15年７月株式会社日本ケアコミュニケーションズを株式会社三菱総合研究所との共同出資で設立し、

ＡＳＰ事業を開始

平成15年10月東京営業所が東京支店へ昇格（東京支店内に首都圏営業所と関東営業所を設置）

平成15年11月開発環境の整備拡充を目的とし、エヌ・デーソフトウェア開発センター（山形県南陽市）を開設

併せて、本社開発部門と山形システムセンターを統合し、同センターに移転

平成16年７月広島営業所を開設

平成17年１月介護保険版「ほのぼのSilver」リリース開始

（介護保険適用施設向けソフトウェアとして、旧来のソフトウェアを全面的に改修）

平成17年１月ISO9001認証取得　介護事業部

平成17年４月ISMS認証取得　サポートセンター（サポートグループ、データパンチグループ、教育グループ）

平成18年２月

平成18年３月

平成18年６月

平成18年７月

 平成19年２月　

ジャスダック証券取引所に株式を上場

 医療システム事業所開設

 株式会社ネットウィンを子会社化

 四国営業所を開設

 電子カルテシステム「Medical Studio」リリース開始

平成19年４月

平成19年12月

平成20年１月

 平成20年３月

 平成20年９月

 平成20年12月

 平成21年５月 

仙台営業所を開設　

 住商情報システム株式会社との資本・業務提携

 本社移転により本店所在地を変更

 総合健診システム「G-STEP Standard」リリース開始

 ISMS（情報セキュリティマネージメントシステム）認証を全社に拡大して取得

 ニッポン高度紙工業株式会社と業務提携

 PowerBuilderの日本国内の販売代理店業務を開始 

EDINET提出書類

エヌ・デーソフトウェア株式会社(E05548)

有価証券報告書

 4/88



３【事業の内容】

　

当社の企業集団は、当社（エヌ・デーソフトウェア株式会社）および子会社（株式会社日本ケアコミュニケーション

ズ、株式会社ネットウィン）により構成されており、以下のような業務運営を行っております。

 (1) ソフトウェア事業

　　ソフトウェア事業は当社の主たる業務部門であり、介護保険法や障害者自立支援法の支援事業者、サービス事業者　

 （医療機関・福祉施設）向けのトータルパッケージ業務ソフトウェア（ほのぼのシリーズなど）の開発・販売を行って

　おります。また、医療ＳＩ部においては電子カルテシステムを中心に医療系ソリューションを提供する体制を構築し

　ております。ITソリューションセンターは、受託開発体制を構築しています。株式会社ネットウィンは、臨床検査シ　

　ステムや健診システムなどの医療系システムの開発・販売や、情報端末、制御システムの受託開発を行っています。

 (2) 介護サービス事業

　　当社の介護事業部は、ソフトウェア事業のパイロットユーザーとしての役割を担っており、サービス先（要介護者）　

　向けに介護保険法や障害者自立支援法の要介護者支援事業・介護サービス事業を行っております。

 (3) ＡＳＰ事業

　 　株式会社日本ケアコミュニケーションズは、介護保険法の支援事業者、サービス事業者（医療機関、福祉・介護施

  設等）向けに、インターネットによる介護報酬の電子請求サービスや金融支援サービスを行っております。ソフトウェ

　ア事業との違いは、ユーザーはソフトウェアを購入することなく、利用料を支払うことにより、株式会社日本ケアコミ

  ュニケーションズが設置したサーバー内のソフトウェアを使用してデータ入力や報酬請求が安価にできる点と、ターゲ

  ットとするユーザー層が比較的小規模の事業者である点となります。

 

　 以上により、介護保険法や障害者自立支援法の支援事業者・サービス事業者全てをカバーできるとともに、自社内に直

接介護サービス事業部門を持つことで、市場ならびに顧客ニーズを的確に把握し、より現場に適した製品の開発、情報の提

供を可能にしております。また医療関連事業者向けシステムもカバーできるようになりました。

当社グループの事業内容の概略は以下の事業系統図の通りであります。ユーザーへの直接販売額については全体に比較し

てごく少額となっており、大半は全国の提携先販売会社を経由してユーザーに納品されます。

 

 [事業系統図］
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４【関係会社の状況】

　関係会社は以下のとおりであります。

名　称 住　所
資本金
(百万円)

主要な事業の内容
議決権の
所有割合
(％)

関係内容

（連結子会社）      

株式会社日本ケア

コミュニケーションズ
山形県南陽市 99 ＡＳＰ事業 66.6

　当社が製品を販売してお

ります。

　役員の兼任　２名。

 株式会社ネットウィン
 神奈川県

 横浜市港北区
55 ソフトウェア事業 100.0

  当社が販売する製品の開

発をしております。

  役員の兼任　１名。

　（注） 主要な事業の内容欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載しております。

 

５【従業員の状況】

(1)連結会社の状況

 平成21年３月31日 現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（人）

ソフトウェア事業 262 (42)

介護サービス事業 9  (13)

ＡＳＰ事業 4  (5)

合　　計 275 (60)

　（注）１．従業員数は、就業人員（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含んでおります。）であ

り、臨時雇用者数（常勤パートタイマー、非常勤パートタイマーを含み、人材派遣会社社員を除いておりま

す。）は、年間の平均人員を（　）書きの外数で記載しております。

２．エヌ・デーソフトウェア株式会社の管理部門に属する人員の業務のほとんどはソフトウェア事業に関する

ものであるため、ソフトウェア事業の員数に含めております。

        

 

(2)提出会社の状況

 平成21年３月31日 現在

 従業員数 平均年齢 平均勤続年数 平均年間給与

242人　　　 (50) 　　　35 歳10ヶ月 6.2年 5,254千円

　（注）１．従業員数は、就業人員（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含んでおります。）であ

り、臨時雇用者数（常勤パートタイマー及び非常勤パートタイマーを含み、人材派遣会社社員を除いており

ます。）は、年間の平均人員を（　）書きの外数で記載しております。

２．平均年間給与は、正社員のものであり、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

 　　　  

(3)労働組合の状況

　当社グループにおいては労働組合が結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。
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第２【事業の状況】

１【業績等の概要】

(1）経営成績に関する分析

　当期におけるわが国経済は、米国に端を発する金融市場の混乱や急激な為替、株式相場の変動が国内経済にも波及

し、雇用環境が急激に悪化するなど実体経済にも引き続き大きなマイナスの影響を及ぼしており、景気は急速に悪化

する厳しい局面となっております。

  　一方、当社グループの属する介護・福祉・医療分野に関するソフトウェア業界におきましては、内需関連業種という

こともあり、他業種に比べ、現在の経済環境が業績に与える影響は比較的少なかったものと考えております。その中で、

当社は介護保険法の制度改正への対応や、他社とのアライアンスや受託開発事業の推進等、各種の施策を実行したこと

が功を奏し、前年対比増収を計上することができました。

   ソフトウェア事業については、景気の先行き不透明感や設備投資意欲の減退感により医療関連ソフトウェアが予想

 を下回ったものの、平成21年4月の介護保険制度の改正に伴う改正費売上等により、介護・福祉関連ソフトウェアは

 着実に売上を伸ばしました。また、受託開発やASP事業の売上が伸長したことで、当連結会計年度の連結売上高は

　　 4,140,162千円(前年同期比10.4%増)となりました。利益面では、介護・福祉関連ソフトウェアの製品の販売が好調だっ

たことにより、自社製品売上が予想よりも伸びたことや、当社グループにおいて積極的に推進してきた経費削減の効果

等により、連結営業利益は711,967千円(前年同期比114.0%増)、連結経常利益は712,601千円 (前年同期比100.5%増)と

なりました。連結当期純利益は、投資有価証券評価損 341,801千円、旧本社社屋の売却等による固定資産売却損21,920

千円等が計上されたものの、149,475千円(前年同期比4.3%減)を計上することができました。

   なお、事業の種類別セグメントの業績等の概況は、次の通りであります。

①ソフトウェア事業　　

第４四半期において、介護・福祉関連ソフトウェアの受注が活発になったことに加え、介護保険制度改正に伴う改

正費売上が積み増しとなりました。更に、受託開発も順調に売上を伸ばしたことが増収のプラス要因となりました。一

方、平成20年４月に施行された「高齢者の医療の確保に関する法律施行令」、いわゆる「特定健診制度」に対応した

特定健診システム「Ｇ－ＳＴＥＰシリーズ」及び、その他の医療関連ソフトウェアについては、今後益々その必要性

は高まっていく流れにはあるものの、景気の先行き不透明感等の影響により、設備投資を見送る動きが大きかったた

め、予想を下回りました。その結果、ソフトウェア事業の売上高は、3,865,433千円(前年同期比10.0%増)となりました。

　　②介護サービス事業

       介護サービス事業に関しては、当期も引き続き、高品質な商品作りのためのパイロットユーザーとしてソフトウェ

ア事業の業績に大きく貢献できたものの、売上高は76,143千円(前年同期比28.8%減)となりました。

    ③ＡＳＰ事業

       ＡＳＰ事業に関しては、事業規模は小さいものの、顧客の利便性向上に向けたサービスの拡充と積極的な拡販に 

     努めた結果、着実に実績を伸ばすことができました。その結果、売上高は198,585千円(前年同期比52.4％増)となり

     ました。

 

 (2)キャッシュ・フローの状況

  当連結会計年度におけるキャッシュ・フローについては、営業活動により494,528千円増加し、投資活動により

544,495千円、財務活動により195,825千円と共に減少した結果、現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は前年

同期に比べ245,792千円減少となりました。

  当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況及び要因は次のとおりであります。

 　　（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動のキャッシュ・フローにて得られた資金は、494,528千円（前年同期比278,659千円増）となりました。

主な要因は、減価償却費の計上138,983千円、前受収益の増加90,925千円で収入を得たものであります。

 　　（投資活動によるキャッシュ・フロー）

 　　  投資活動のキャッシュ・フローで使用された資金は、544,495千円（前年同期比248,906千円減）となりました。

主な要因は、無形固定資産の取得により312,573千円、投資有価証券の取得により310,038千円支出したものでありで

あります。

 　　（財務活動によるキャッシュ・フロー）

 　　　財務活動のキャッシュ・フローで使用された資金は、195,825千円（前年同期比168,817千円増）となりました。

主な要因は、配当金の支払いにより104,082千円、自己株式の取得により77,195千円の支出をしたことによるもので

あります。
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２【生産、受注及び販売の状況】

(1）生産実績

　当連結会計年度の生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称
当連結会計年度

（自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日）

前年同期比（％）

ソフトウェア事業（千円） 1,522,155 106.8

介護サービス事業（千円） － －

ＡＳＰ事業（千円） － －

合計（千円） 1,522,155 106.8

　（注）１．金額は販売価格によっており、又、セグメント間取引については、相殺消去しております。

２．介護事業はサービス業務、ＡＳＰ事業はネット業務であるため生産実績は記載しておりません。

３．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

 

(2）商品仕入実績

　当連結会計年度の商品仕入実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称
当連結会計年度

（自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日）

前年同期比（％）

ソフトウェア事業（千円） 378,017 137.2

介護サービス事業（千円） 9,473 70.6

ＡＳＰ事業（千円） 2,662 109.2

合計（千円） 390,152 133.9

　（注）１．金額は購入価格によっております。

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　　　　３．ソフトウェア事業の上記金額には、ライセンス料を含めております。

 

(3）受注状況

当社グループは、一部受注生産を行っておりますが、販売実績に占める受注販売実績割合の重要性が乏しいため

記載を省略しております。 
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(4）販売実績

　当連結会計年度の販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称
当連結会計年度

（自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日）

前年同期比（％）

製品 （千円） 1,376,211 96.6

指導・設定料等 （千円） 762,439 117.9

保守料 （千円） 1,179,200 113.8

商品 （千円） 547,580 135.1

ソフトウェア事業　計 （千円） 3,865,433 110.0

介護サービス事業 （千円） 76,143 71.2

ＡＳＰ事業 （千円） 198,585 152.4

合計 （千円） 4,140,162 110.4

　（注）１．金額は販売価格によっており、又、セグメント間取引については、相殺消去しております。

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

３．最近２連結会計年度の主な相手先別販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は、次のとおりで

あります。

相手先

前連結会計年度
（自 平成19年４月１日
至 平成20年３月31日）

当連結会計年度
（自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日）

金額
（千円）

割合（％）
金額
（千円）

割合（％）

株式会社 リコー 1,052,166 28.1 1,046,553 25.3

（注）　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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３【対処すべき課題】

(1)販売会社との協調体制の強化

　経済状況に減退感がでてきておりますが、当社の販売会社の中には福祉関連にのみ特化する体制が取れない会社、な

いし福祉専門の要員の確保ができない会社がでてきております。価格競争が激化する中、市場に受け入れられるソフト

ウェアの開発と販売会社へのアドバイスができる営業体制の確立がより一層必要であると考えております。具体的に、

競合他社の営業情報の提供、特に介護・福祉向けソフトウェア市場から撤退するメーカーのユーザーの取り込みに向

けた情報提供を強化していきます。また、平成21年4月から実施された介護保険制度改正に伴い、改正対応商品の営業ノ

ウハウ、指導・設定方法などの各種講習会も継続的に実施しております。これら施策により、今後予想される制度改定、

リースアップなどによる需要期に備え、協調体制をより強化する方針です。 

    

　(2)医療関連ソフトウェア事業の強化について

     近年は医療分野でのIT化の促進が叫ばれ「IT新改革戦略」や「医療・健康・介護・福祉分野の情報化の進め方」が

   公表されておりますが、中小規模病院への普及は今のところ限定的な状況となっています。

   　そうした中、当社は競合メーカーとの差別化の徹底を図るため、各種の見直しを進めております。対象エリアについて

は、重点地域を限定し、製品力とアピールポイントについては、他社との連携に優れている部分やトータルでの使い勝

手の良さをよりアピールしていきます。また、医療系販売代理店とのタイアップの強化やセキュリティ装置など、他の

商材からの切り口による営業活動を推進していきます。当社がターゲットとしている中小規模病院は競争が激化して

おりますが、救急医療体制の充実やドクター不足等医療分野の問題解決に結びつくソリューションを提供す ること

で、医療関連ソフトウェア事業の強化をより一層推進していきます。

  

　(3)顧客基盤の強化

　　 当社の顧客である各施設からは多種多様な要望が出てきております。ブロードバンド・インターネットのさらなる普

及に伴い、広域に渡る施設間をネットワークで結ぶ要望が従来から強くありましたが、市町村合併の動きによりそれが

ますます強まっています。また、施設の民営化の動きや介護保険料の改正等に対応し、施設経営の指標を求める要望も

根強くあります。国の政策の方向性として、在宅介護に重点を置くことが明示されている状況であり、介護保険制度ス

タート時の基本的な考え方が再度徹底される方向となりつつあります。当社としてはこれらのユーザーニーズに応え

るため、開発力・サポート力の強化・充実を図り、既存顧客の満足度を追及していきます。また、在宅系サービス提供事

業者の市場調査を行い、当該事業者の新規顧客の獲得に積極的に取り組んでまいります。 

 

　(4)開発分野の拡大・多様化

 　　開発分野の拡大、多様化は当社グループにとって今後も対処すべき経営課題の一つであります。今後の方針としまして

は、介護・福祉と医療分野に大きくまたがるヘルスケア市場がターゲットとなるため、その市場にとって必要となる製

品（提案型製品や、今後の制度改正に伴う製品を含め）の開発に積極的に対応できる体制の拡充に努めてまいります。

 

　

　(5)需要期への対応

 　　当社は介護保険制度の改正や新商品のリリースにより、一時期に売上が集中する傾向が従来はみられました。こうした

繁忙期に向けての対応の準備を全社一丸で進めるとともに、既存ユーザーの満足度アップ、他社ユーザーの取り込みを

強力に推進してまいります。それと同時に、制度改正等の無い年度についても安定した業績拡大を図ることが出来る体

制構築にも努めてまいります。
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４【事業等のリスク】

有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可

能性のある事項には、以下のようなものがあります。なお、文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在におい

て当社グループが判断したものであります。

 

①当社グループの事業について

当社グループは、介護保険法や障害者自立支援法の支援事業者及びサービス事業者、病院や医療機関等をエンドユー

ザーとした、業務用ソフトウェアの開発、販売を主たる事業とするソフトウェア事業、比較的小規模な介護事業者をター

ゲットとしたASP事業、ソフトウェア事業のパイロットユーザーとしてサービス先（要介護者）へ介護支援・介護サービ

ス等を提供する介護サービス事業の3つの事業を営んでおります。現状ではいずれの事業部門においても、介護保険制度が

深く関わることから、以下介護保険制度が当社グループ業績に影響を及ぼす可能性のある事項について説明します。 

 

 

 

＜介護・福祉・医療に係る施策の変化について＞

  厚生労働省等の介護・福祉・医療施策の変化は、当社グループの属する福祉・介護・医療分野に関するソフトウェア業

界におきまして、大きな影響を与えます。当社グループにおいては、こうした環境変化に合わせ在宅サービス事業者への

ターゲットの拡大、他社ユーザーからのリプレイス獲得による市場シェアの拡大、介護予防市場への参入と、販売戦略を柔

軟に変化させて、開発・販売・サポートにあたる努力をしておりますが、その成否如何によっては当社グループの業績に

大きな影響を及ぼす可能性があります。

＜介護・福祉施策の制度改定に伴う開発対応について＞

　厚生労働省等の介護・福祉・医療施策の動向、具体的には介護保険法の改定や特定健診制度の創設、行政指導等の方針変

更が、当社の業績に大きく影響します。介護サービス費や医療費などの計算方法の改定は通例、年一度以上あり、この変更

に対してソフトウェアのバージョンアップが必要になります。また、障害者自立支援法や介護予防・地域支援事業などの

ように新たな介護・福祉施策の実施に相応した新たな製品開発の必要性が発生します。

　こうした状況は、同業他社も同様の条件であるため、開発において他社に先んじることや差別化を図ること、適切な価格

政策を取ることがそのまま他社との格差を広げ、シェアの拡大に直結し、逆に遅れをとった場合には当社グループの業績

に影響を及ぼす可能性があります。
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＜介護サービス事業の法的規制について＞

　当社グループの介護サービス事業については、介護保険法や障害者自立支援法の支援事業者及びサービス事業者として、

監督官庁等からの行政指導を受けております。

　具体的には介護・福祉サービス全般に対しては厚生労働省が監督官庁であり、介護タクシー業務については国土交通省

（東北運輸局）が加わります。これらは介護・福祉サービス事業の認可、サービス内容の詳細ルールの決定、サービス単価

（個々の介護・福祉サービス種類についての対価金額テーブル）の改定を施策し、立法、通達、行政指導、監査の形で法的

規制を受ける為、変更内容いかんによっては当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

 

②制度改正等に伴う業績の変動要因について

 　介護・福祉施策における制度改定に対しての対応が業績に影響を与える旨は「①当社グループの事業について＜介護

・福祉施策の制度改定に伴う開発対応について＞」にて前述しましたが、大型の制度改定が行われる時期や平成12年４月

の介護保険法施行時にシステム導入が集中したことから、システムの更新時期も未だ分散化が進んでおらず一時期に集中

した大幅な需要が喚起される傾向があります。その事により、翌年にはその反動で需要が減退する可能性があります。

　しかしながら、現在は介護・福祉事業者向けソフトウェアの市場は当時より大幅に拡大しており、事業者（ことに、民間

事業者）の参入によるシステムの新規導入の継続や市場の拡大、成熟とあいまってシステムの更新時期も分散均衡化され

ること、エンドユーザー数の増加に伴ない、保守業務の提供による安定的な保守料売上が確保されたことで、当社グループ

を含めた大手メーカーの収益構造が変化してきたこと、販売体制の整備も進んだことから、上記のような大きな業績変動

はないものと考えますが、当社の予測に反して需要の減退が大きくなった場合は、当社グループの業績に影響を及ぼす可

能性があります。 　

 

③当社グループの販売政策について

　当社グループのソフトウェア事業においては、直接エンドユーザーに対して販売活動を行うのではなく、販売代理店を通

じての間接販売を行っております。全国の情報機器メーカー・商社やソフトハウスから、エンドユーザーとなる介護保険

や障害者自立支援法の支援事業者・サービス事業者への販売実績、地域に密着した販売力、当社グループの製品に対する

理解などに優れ、当社グループの製品の販売に積極的に取組んでいただける先を販売代理店（当社グループでは「パート

ナー」と称します。）として販売委託契約を締結し製品を販売しております。ソフトウェア事業の売上高のほとんどは、こ

れらの販売代理店に対する売上高であります。

　各販売代理店が、独自の信用力と営業力により、当社グループ独自の販売力では開拓困難な多数のユーザーを開拓したこ

とにより、当社グループでは要員を製品開発、導入指導、保守に最大限に投入することができたと考えており、今後も引続

き販売代理店による間接販売を進めていく方針であります。

　なお、販売代理店との販売委託契約は、販売手数料やリベートを定めない通常の商品売買契約と同様の内容であり、販売

数量、価格等に関する長期納入契約も締結しておりません。したがって、国の施策の動向、市場の動向により、当社グループ

の製品の取扱いに関する販売代理店の方針が変更されたり、販売代理店に対して商材となる製品を安定的に供給できない

状況となった場合には、当社グループの期待する販売実績を上げることができず、当社グループの業績に影響を及ぼす可

能性があります。

 　

④特定の仕入先に対する依存について

  当社グループは、ソフトウェア製品の基盤をなすデータベースソフトウェアとして、サイベース社グループのアイエニ

ウェア・ソリューションズ株式会社（以下、アイエニウェア社という。）製の「SQL Anywhere Studio」を使用しておりま

す。当社グループでは、安定かつ正確なユーザー業務の運用を最優先するため、当社製品との相性を検証し、双方のソフト

ウェアの安定動作が確認できているバージョンのものを使用することとしており、データベースソフトウェアのバージョ

ンアップについては新しいバージョンについて検証を重ねた上で、一定のインターバルをおいて行っており、アイエニ

ウェア社が当該バージョンの販売中止を決定した場合などにおいても、当社がライセンス生産を継続できる契約内容に

なっております。

　しかしながら、サイベース社ないしアイエニウェア社が何らかの理由により、当該データベースソフトの生産・供給の中

止を決定した場合には、即時には影響は受けないものの、次世代の当社ソフトウェアの開発を根本から見直す必要が発生

し、開発環境、開発スケジュールに重大な影響を受けることによって、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性がありま

す。

⑤当社ソフトウェアの開発環境、動作環境の他律的な変化について

　上記の「④特定の仕入先に対する依存について」にデータベースソフトウェアに関連する事項を記載しましたが、開発

言語、Windows等のＯＳなどの開発環境、当社ソフトが動作するためのプラットフォーム（Windows等のＯＳ、データベース

ソフトウェア、リモートメンテナンス用通信ソフトなど）の環境、ユーザー施設の通信環境なども同様であります。

前記の例ではバージョンアップや生産・供給中止の影響について記述致しましたが、開発言語やWindows等のＯＳも同じ

ようにバージョンアップや生産・供給中止となった場合に、開発環境、動作環境に重大な影響の発生する可能性がありま

す。

　なお、近年は開発ツールやＯＳ等ではなく、クラウドコンピューティングに代表される仮想化技術を中核とするシステム

プラットフォームの革新が注目されておりますが、こうしためざましい技術環境の進歩により当社製品の技術基盤が新し
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い環境の中で陳腐化する可能性があり、それに伴い当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

⑥ユーザーの個人情報の管理について

　当社グループにおいては、業務の運営上、ユーザー施設の情報及びユーザー施設の利用者の個人情報に関与する場合があ

ります。具体的には、介護施設の初期設定データの登録作業をする場合、リモートメンテナンスを利用あるいはユーザー現

場においてデータ修復作業をする場合、ＡＳＰシステムの運用をする場合がこれに該当します。当社グループではこうし

た情報に対する関与について、アクセス可能な者・可能な場所を限定し、アクセス履歴を作成し、その他セキュリティ体制

の強化を図って、外部への情報漏洩を未然に防ぐ措置を講じております。また、ISO27001のＩＳＭＳ（情報セキュリティマ

ネージメントシステム）の全社認証を取得し全社統一した情報管理を徹底しています。ＡＳＰシステムについてはサー

バーのデータは全てがユーザー情報となり、特に厳格な対策を実施しております。そのため、データサーバーの運用につい

ては、物理的なアクセス制限・入退室制限を設けるとともに、ハッカー等のネットワークからの侵入についても十分なセ

キュリティー対策を実施しております。

　このような対策にもかかわらず、情報漏洩が発生した場合には、当社グループが損害賠償責任を負う可能性があるほか、

当社及び当社製品の信用が失墜し、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

⑦当社製品の不備について

　当社グループにおいて、製品は品質保証担当者を中心として複数段階の社内テスト及びユーザーによる試験運用を行い、

一定水準の評価を得たものが出荷判定会議の承認を経て出荷されます。また、ユーザーからのニーズ及びクレームを販売

代理店や当社サポートセンターを通じて収集し、それに基づいた早急な現製品の改修、次期製品の仕様設計を実施してお

ります。しかしながら、こうした品質管理にもかかわらず製品仕様の過誤あるいは製品機能に障害が発生した場合には、当

社グループが損害賠償責任を負う可能性があるほか、当社及び当社製品の信用が失墜し、当社グループの業績に影響を及

ぼす可能性があります。　 

⑧知的財産権について

　当社グループにおいては、現在まで当社の技術・製品等により第三者の権利侵害といった知的財産権に関わる訴訟を提

訴される等の問題を生じたこと、及びその逆に訴訟を提訴したことはありません。

　しかしながら、当社グループの事業に関連する知的財産権が第三者に成立した場合又は当社の認識していない当社の事

業に関連する知的財産権が既に存在した場合には、第三者の知的財産権を当社グループが侵害したとの主張に基づく訴訟

を提訴される可能性があります。このような訴訟を提訴された場合、その対応のために多大な時間や費用等の経営資源を

当該訴訟に費やさざるを得ない可能性があります。結果として当該訴訟において敗訴した場合、訴訟の対象となる製品の

販売を中止するとともに多額の損害賠償を負担し、あるいは権利者からの実施権許諾等に対する対価の支払い義務が発生

するなど、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

⑨人材の確保について

　当社グループのようなソフトウェア開発を業務とする知識集約型企業においては、常に人材を確保・育成し活用する必

要があります。当社グループは、定期採用においては基礎能力が高い人材を採用すること、ならびに中途採用においては即

戦力として対応できる高度のスキルを有する人材を採用することを旨としております。採用後においては、ＯＪＴ、社内

offＪＴ、社外研修会などを通してその育成を図っております。

　しかし、企業間の人材獲得競争（人材の流動化）はより激しくなってきているため、優秀な人材の確保が十分にできな

かった場合や優秀な人材の離脱があった場合には、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

⑩新株予約権等による株式の希薄化について

当社においては潜在株式として、後述の第４ 「提出会社の状況」 １ 「株式等の状況」 (2)「新株予約権等の状況」

のとおり新株予約権の発行残高があります。提出日の前月末（平成21年５月31日）現在の新株予約権の行使可能株数は

85,800株となっており、発行済株式総数3,469,600株の2.5%に相当します。

上記のストックオプションの行使が行われた場合には、当社の株式価値は新たに発行される株式数に相応して希薄化い

たします。

 

 

５【経営上の重要な契約等】

　該当事項はありません。
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６【研究開発活動】

  当社グループの当連結会計年度における研究開発費は、148,651千円であります。

  当社グループでは、介護福祉及び医療関係の業務支援ソフトウェアを中心に、ＥＲＰ化を含むユーザの生産性の効

率化並びに介護福祉と医療を融合したトータルヘルスケアの事業の実現を目指し研究・開発に取り組でおります。ま

た、パッケージ、ＡＳＰ、Ｗｅｂ等のあらゆる利用方法に対応できるようソフトウェア開発に取り組んでおります。

　介護・福祉業務支援ソフトウェアの分野においては、成熟期になりつつある現状を鑑み、安価でユーザの生産性効率

化が図れるソフトウェア並びに医療ソフトウェアとの連携ができるソフトウェアの開発に取り組んでおります。　

　医療関係業務支援ソフトウェアの分野においては、電子カルテシステム「Medical Studio」の機能強化を中心に医

事会計、レセプト等他の医療用ソフトウエアとの連携を図れるように開発に取り組んでおります。また、特定健診制度

に対応した、健診システムの機能強化にも取り組んでおります。

 

７【財政状態及び経営成績の分析】

　当社グループの財政状態及び経営成績の分析は以下の通りであります。

(1）財政状態の分析

①資産、負債及び純資産の状況

 　　 当連結会計年度末（以下「当期末」という。）の資産につきましては、前連結会計年度末（以下「前期末」とい

う。）に比べ182,791千円増加し、4,235,857千円となりました。流動資産は、前期末比138,531千円の増加となりまし

た。主な要因は現金及び預金が237,988千円減少しているものの、期末の売上高増加による受取手形及び売掛金の増加

366,102千円によるものであります。現金及び預金の減少につきましては、後述の「(2)キャッシュ・フローの分析」

に記載しております。固定資産は、前期末比44,259千円の増加となりました。主な要因は、有形固定資産が123,156千円

減少しましたが、無形固定資産が200,258千円増加したものであります。固定資産の減少につきましては、旧本社社屋

の建物および土地の売却によるものであります。無形固定資産につきましては、販売目的自社開発ソフトウェア資産

計上による増加であります。

　　　負債につきましては、前期末に比べ131,312千円増加し1,802,229千円となりました。流動負債は、前期末比112,644千円

増加となりました。主な要因は前受収益の増加90,925千円であり、保守料の継続分の受注獲得による増加で翌期の保

守料に売上寄与するものであります。固定負債は、前期末比18,668千円の増加となりました。要因としては、本年度よ

り施行されましたリース会計を適用したことによるリース債務20,804千円の増加等によるものであります。

 　　 純資産につきましては、前期末に比べ51,480千円増加し2,433,628千円となりました。主な要因は自己株式77,195千円

の取得を行い純資産が減少したものの利益剰余金の増加ならびに、その他有価証券評価差額金の減少により増加した

ものであります。

　　

　　(2) キャッシュ・フローの分析

「第２　事業の状況　１　業績等の概要　(2)キャッシュ・フローの状況」を参照してください。

 

(3)経営成績の分析

①ソフトウェア事業　　

第４四半期において、介護・福祉関連ソフトウェアの受注が活発になったことに加え、介護保険制度改正に伴う改

正費売上が積み増しとなりました。更に、受託開発も順調に売上を伸ばしたことが増収のプラス要因となりました。一

方、平成20年４月に施行された「高齢者の医療の確保に関する法律施行令」、いわゆる「特定健診制度」に対応した

特定健診システム「Ｇ－ＳＴＥＰシリーズ」及び、その他の医療関連ソフトウェアについては、今後益々その必要性

は高まっていく流れにはあるものの、景気の先行き不透明感等の影響により、設備投資を見送る動きが大きかったた

め、予想を下回りました。その結果、ソフトウェア事業の売上高は、3,865,433千円(前年同期比10.0%増)となりました。

　

　　②介護サービス事業

       介護サービス事業に関しては、当期も引き続き、高品質な商品作りのためのパイロットユーザーとしてソフトウェ

ア事業の業績に大きく貢献できたものの、売上高は76,143千円(前年同期比28.8%減)となりました。

　

    ③ＡＳＰ事業

       ＡＳＰ事業に関しては、事業規模は小さいものの、顧客の利便性向上に向けたサービスの拡充と積極的な拡販に 

     努めた結果、着実に実績を伸ばすことができました。その結果、売上高は198,585千円(前年同期比52.4％増)となり

     ました。 
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第３【設備の状況】

１【設備投資等の概要】

当社グループの当連結会計年度の設備投資の額は、有形固定資産への投資 6,444千円と無形固定資産への投資

312,573千円を合計して319,017千円となっております。有形固定資産への投資は、主として営業所移転にともなう設

備等の整備によるものであります。無形固定資産への投資は、介護・福祉業務支援ソフトウェア並びに医療関係業務

支援ソフトウェアの販売を目的とした制作費用によるものであります。 

（１）ソフトウェア事業

　当連結会計年度にソフトウェア事業において実施した設備投資の主たるものは、有形固定資産については重要な

設備投資はありません。無形固定資産への投資につきましては、介護・福祉業務支援ソフトウェア並びに医療関係

業務支援ソフトウェアの販売を目的とした制作費用によるものであります。具体的には、主に電子カルテシステム

の制作費用（252,625千円）であります。

　なお、システムセンターの増改築工事による本社移転にともない、旧本社敷地および社屋の売却損失21,208千円を

計上しております。

（２）介護サービス事業

　当連結会計年度における重要な設備投資、及び重要な設備の除却、売却等はありません。

（３）ＡＳＰ事業

　当連結会計年度における重要な設備投資、及び重要な設備の除却、売却等はありません。

 

２【主要な設備の状況】

　当社グループにおける主要な設備は、以下のとおりであります。

(1)提出会社

当社は、営業拠点として国内９カ所および医療事業所を有しております。以上の内、主要な設備は本社１カ所で

あり、以下の通りであります。９カ所の営業拠点および医療事業所については全て賃借物件であります。

平成21年３月31日現在における各事業所の設備、投下資本並びに従業員の配置状況は、次のとおりであります。

事業所名
(所在地)

事業の種類
別セグメン
トの名称

設備の内容
帳簿価額（千円）

従業員数
(人)

建物及び
構築物

車両運搬具
土地
(面積㎡)

リース資産 その他 合計

本　社

(山形県南陽

市)

ソフトウェア

事業

介護サービス

事業

統括業務施設

営業統括業務施設

拠点営業業務施設

介護サービス事業

施設

開発業務施設　

サポート業務施設

502,561

　

682

　 

33,856

(9,675.24)

 

15,509

　

15,173

　(注1)

567,783 132

(40)

　（注）１．帳簿価額「その他」は、工具器具備品であります。なお、金額には消費税等を含めておりません。

　　　　２．上記の従業員数は、就業人員（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む。）であり、臨時

雇用者数（常勤パートタイマー、非常勤パートタイマーを含み、人材派遣会社社員を除きます。）は、年間の

平均人員を（　）書きの外数で記載しております。

        ３．リース契約による主な賃借設備のうち連結会社以外から賃借している設備は次の通りであります。

名称 リース期間 年間リース料 リース契約残高 備考 

 ＰＣ等 ３年～５年  40,740千円  58,458千円 所有権移転外ファイナンスリース

 車輌運搬具 ４年～６年  15,339千円　　  38,679千円 所有権移転外ファイナンスリース

 

(2)国内子会社

子会社である株式会社日本ケアコミュニケーションズ及び株式会社ネットウィンには、「主要な設備」に該当

する設備はありません。

 

(3)在外子会社

該当事項はありません。

 

３【設備の新設、除却等の計画】

当連結会計年度末現在における重要な設備の拡充、除却等の計画はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種　　類
発行可能株式総数

（株）

普通株式 9,940,000

計 9,940,000

  

②【発行済株式】

種類
事業年度末現在発行数

（株）
（平成21年３月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成21年６月29日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

　 普通株式 　　　　　3,469,600 3,469,600ジャスダック証券取引所

権利内容に何ら

限定のない当社

における標準と

なる株式であり

ます。

単元株式数は、

100株でありま

す。 

計   3,469,600 3,469,600 － －

　（注）「提出日現在発行数」欄には、平成21年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの新株予約権の行使により

発行された株式数は含まれておりません。
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（２）【新株予約権等の状況】

平成13年改正旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権に関する事項は、次のと

おりであります。

平成17年3月25日臨時株主総会決議に基づく新株予約権

種　　類
事業年度末現在

（平成21年３月31日）
提出日の前月末現在
（平成21年５月31日）

新株予約権の数 8,580 個 8,580 個

新株予約権のうち自己新株予約権の数 － －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数 85,800株 85,800株

新株予約権の行使時の払込金額 500円 500円

新株予約権の行使期間
自 平成19年3月26日

至 平成27年3月25日
同左

新株予約権の行使により株式を発行する場

合の株式の発行価格及び資本組入額

発行価格　　　500円

資本組入額　　250円

発行価格　　　500円

資本組入額　　250円

新株予約権の行使の条件

・本新株予約権は、発行時に割当を

受けた新株予約権者が、これを行

使することを要する。

付与対象者のうち当会社の役員

および従業員については、行使時

においてもそのいずれかの地位

にあることを要する。

別途細則に、本新株予約権の行使

について定めのある場合は、この

限りではない。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項 ・取締役会の承認が必要である。 同左

代用払込みに関する事項  　　　　　－  　　　　　－

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付

に関する事項
 　　　　　－  　　　　　－

　（注）１．新株予約権の発行後、当社が株式分割または株式併合を行う場合、それぞれの効力発生の時をもって次の算式

をもって払込金額を調整し、調整による１株未満の端数は切り上げる。

調整後払込金額 ＝ 調整前払込額 ×
１

分割・併合の比率

また、新株予約権発行後時価を下回る価額で新株の発行を行う場合は、次の算式により払込額を調整し、調整

により生ずる１円未満の端数は切り上げる。

 
既発行株式数 ＋

新規発行株式数 × １株当たり払込額

調整後払込金額 ＝ 調整前払込額 ×
１株当たり時価

既発行株式数 ＋ 新規発行株式数

２．平成17年８月１日付で、株式１株を株式５株に分割しております。

 　　　 ３．平成19年４月１日付で、株式１株を株式２株に分割しております。

 

（３）【ライツプランの内容】

　　　　該当事項はありません。
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（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金
増減額
（千円）

資本金
残高
（千円）

資本準備金
増減額
（千円）

資本準備金
残高
（千円）

平成17年８月１日　(注)１ 994,0001,242,500 － 278,500 － 50,000

平成17年９月29日　(注)２ 100,0001,342,50010,000288,50010,000 60,000

平成18年２月７日　(注)３ 250,0001,592,500372,000660,500558,000618,000

平成19年３月26日 （注)４ 54,5001,647,00027,250687,75027,250645,250

平成19年４月１日 （注)５ 1,647,0003,294,000 － 687,750 － 645,250

平成19年４月１日～

 平成19年８月31日  (注)６
5,6003,299,6001,400 689,150 1,400 646,650

平成19年12月21日 （注)７170,0003,469,60065,790754,94065,790712,440

（注）１．平成17年８月１日付の株式分割（株式１株を株式５株に分割）による増加であります。

２．平成17年９月29日付での転換社債の転換による増加であります。

３．有償一般募集（ブックビルディング方式による募集）

発行価格　　 　4,000円

 　　　　　 引受価額　　　 3,720円

            発行価額　　　 2,795円

資本組入額　 　1,488円

払込金総額　 930,000千円

　　　　４．平成19年３月26日の発行済株式総数の増加は新株予約権行使によるものであります。

 　　　 ５．平成19年４月１日付の株式分割（株式１株を株式２株に分割）による増加であります。

 　　　 ６．平成19年４月１日から平成19年８月31日までの発行済株式総数の増加は新株予約権行使によるものでありま

す。

 　　　 ７．第三者割当

 　　　 　　発行価格　　　　774円　

 　　　 　　資本組入額　　　387円　

 　　　 　　割当先　　　　　住商情報システム㈱　

 

（５）【所有者別状況】

 平成21年３月31日 現在

区分

株式の状況（１単元の株式数100株） 単元未満株
式の状況
（株）

政府及び地
方公共団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等
個人その他 計

個人以外 個人

株主数（人） － 6 4 23 2 2 1,927 1,964－

所有株式数

（単元）
－ 2,867 26 3,373 179 4 28,24134,690600

所有株式数の割

合（％）
－ 8.3 0.1 9.7 0.5 0.0 81.4 100.0－

  （注）１．自己株式129,400株は、「個人その他」に1,294単元含まれております。

　　　　２．「その他の法人」欄には、証券保管振替機構名義の株式が2単元含まれております。
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（６）【大株主の状況】

 平成21年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

 佐藤廣志  山形県南陽市 1,027,000 29.6

 青木精志 山形県南陽市 366,600 10.6

 エヌ・デーソフトウェア従

 業員持株会
 山形県南陽市和田3369 244,700 7.1

 住商情報システム株式会社 　東京都中央区晴海1-8-12　 170,000 4.9

 日本トラスティ・サービス 

 信託銀行株式会社
  東京都中央区晴海1-8-11 117,000 3.4

 きらやかキャピタル株式会社   山形県山形市桜町7-35 115,000 3.3

 佐藤忠宏  山形県南陽市 100,000 2.9

 株式会社きらやか銀行  山形県山形市旅篭町3-2-3 100,000 2.9

 鈴木幸夫  山形県南陽市 55,500 1.6

 株式会社山形銀行

（常任代理人 資産管理サービ

　　ス信託銀行株式会社） 

 東京都中央区晴海1-8-12 50,000 1.4

計 － 2,345,800 67.6

 （注）上記のほかに、自己株式が129,400株あります。
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

 平成21年３月31日 現在

区　　　分
株式数
（株）

議決権の数
（個）

内　　容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

普通株式　 129,400
－ －

完全議決権株式（その他） 普通株式 3,339,600 33,396

権利内容に何ら限定のない当社

における標準となる株式であり

ます。

単元未満株式 普通株式　　 　600 － 同上

発行済株式総数 3,469,600 － －

総株主の議決権 － 33,396 －

（注）「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が200株含まれております。また、「議決権

の数」には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数２個が含めれております。

 

②【自己株式等】

 平成21年３月31日 現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
（株）

他人名義
所有株式数
（株）

所有株式数
の合計
（株）

発行済株式総数
に対する

所有株式数の割合
（％）

エヌ・デーソフト

ウェア株式会社

山形県南陽市和田

3369
129,400 － 129,400 3.7

計 － 129,400 － 129,400 3.7
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（８）【ストックオプション制度の内容】

当社はストックオプション制度を採用しております。当該制度は、平成13年改正旧商法第280条ノ20及び第280条

ノ21の規定に基づき新株予約権を付与する方法によるものであります。

 

（平成17年３月25日臨時株主総会決議）

平成13年改正旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき、平成17年３月25日臨時株主総会終結の時に

在任する当社役員及び同日現在在籍する当社従業員に対して特別に有利な条件をもって新株予約権を付与するこ

とを平成17年３月25日臨時株主総会において特別決議されたものであります。

決議年月日 平成17年3月25日

付与対象者の区分及び人数(名)
取締役　6　監査役　2

従業員151（注）２.

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2)新株予約権等の状況」に記載のとおりであります。

株式の数(株)  　　　　　　　　　　　　　　同上

新株予約権の行使時の払込金額(円)  　　　　　　　　　　　　　　同上

新株予約権の行使期間 　　　　　　　　　　　　　 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項  －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する

事項
 －

（注）１．新株予約権の発行後、当社が株式分割または株式併合を行う場合、それぞれの効力発生の時をもって次

の算式をもって払込金額を調整し、調整による１株未満の端数は切り上げる。

調整後払込金額 ＝ 調整前払込額 ×
１

分割・併合の比率

また、新株予約権発行後時価を下回る価額で新株の発行を行う場合は、次の算式により払込額を調整し、

調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。

 
既発行株式数 ＋

新規発行株式数 × １株当たり払込額

調整後払込金額 ＝ 調整前払込額 ×
１株当たり時価

既発行株式数 ＋ 新規発行株式数

２．このうち当該事業年度末（平成21年３月31日）現在までに21名が退職により権利を喪失しております。
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２【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】 会社法第155条第３号に該当する普通株式の取得

 

（１）【株主総会決議による取得の状況】

 　　　　該当事項はありません。

 

（２）【取締役会決議による取得の状況】

区分 株式数（株） 価額の総額（円）

取締役会（平成20年12月18日）での決議状況

（取得期間　平成20年12月19日～平成21年３月31日） 
170,000 102,000,000

当事業年度前における取得自己株式 　　　　　　　　　－ 　　　　　　　　　 －

当事業年度における取得自己株式 129,200 77,195,700

残存決議株式の総数及び価額の総額 40,800 24,804,300

当事業年度の末日現在の未行使割合（％） 24.0 24.3

当期間における取得自己株式 - - 

提出日現在の未行使割合（％） 24.0 　　　24.3 

 

　（３）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

　　　　該当事項はありません。

 

  （４）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

区分
当事業年度 当期間

株式数（株）
処分価額の総額
（円）

株式数（株）
処分価額の総額
（円）

引き受ける者の募集を行った取得自己株式 - - - -

消却の処分を行った取得自己株式 - - - -

合併、株式交換、会社分割に係る移転を行った

取得自己株式
- - - -

その他 - - - -

保有自己株式数 129,400 - 129,400 -
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３【配当政策】

  当社は、将来の事業展開と経営体質の強化のために必要な内部留保を確保するとともに、株主に対しても継続的な

安定配当を実施していくことを基本方針としております。

  当社の剰余金は、期末配当の年１回を基本的な方針としております。配当の決定機関は株主総会であります。なお、

中間配当については、定款第39条に「取締役会の決議により、毎年９月30日を基準として、中間配当を行うことができ

る。」旨を定めており、決定機関は取締役会であります。 当期事業年度の配当につきましては、１株当たり30円の配当

を実施することを決定いたしました。この結果、当期事業年度の配当性向は58.8%となりました。

内部留保資金につきましては、今後予想される経営環境の変化に対応すべく、今まで以上にコスト競争力を高め、市場

ニーズに応える技術・製造開発体制の強化に有効投資する所存であります。

 　　当事業年度に係る剰余金の配当は以下のとおりであります。

決議年月日
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円） 

 平成21年６月26日

定時株主総会決議
100 30

 

４【株価の推移】

（１）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

回次 第26期 第27期 第28期 第29期 第30期
決算年月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月 平成21年３月

最高（円） － 11,500 8,520 1,935 705

最低（円） － 5,400 3,500 600 350

　（注）１．最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。

なお、平成18年２月８日付をもって同取引所に株式を上場いたしましたので、それ以前の株価については該

当事項はありません。

　　　　２．当社は、平成19年４月１日付で株式１株につき株式２株の株式分割をおこないました。

 

（２）【最近６月間の月別最高・最低株価】

月別 平成20年10月 11月 12月 平成21年１月 ２月 ３月

最高（円） 577 402 557 651 653 630

最低（円） 350 360 380 544 548 560

　（注）　　最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。

 

EDINET提出書類

エヌ・デーソフトウェア株式会社(E05548)

有価証券報告書

23/88



５【役員の状況】

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（株）

代表取締役社長 － 佐藤廣志 昭和23年３月24日生

昭和49年３月羽陽産業株式会社 退社

昭和51年５月青木精志(当社現専務)と共同で、個人事業

として電子精密部品の製造を開始

昭和53年３月日東電子有限会社 設立

 代表取締役社長 就任

昭和54年９月日東電子株式会社 設立

 代表取締役社長（現任）

昭和58年11月(旧)エヌ・デーソフトウェア株式会社 設

立 代表取締役社長 就任

※　日東電子株式会社は、平成12年4月に(旧)エヌ・

デーソフトウェア株式会社と合併し、(新)エヌ

・デーソフトウェア株式会社に商号変更してお

ります。

平成15年７月株式会社日本ケアコミュニケーションズ 

設立

 代表取締役就任（現任）

 平成18年６月株式会社ネットウィン

 代表取締役就任（現任）

(注)２ 1,027,000

専務取締役 － 青木精志 昭和22年９月８日生

昭和51年５月迄　実家の家業(個人商店)に従事

昭和51年５月佐藤廣志(当社現社長)と共同で、個人事業

として電子精密部品の製造を開始

昭和53年３月日東電子有限会社 設立

専務取締役就任

昭和54年９月日東電子株式会社(旧社名)設立

専務取締役就任(現任)

昭和58年11月(旧)エヌ・デーソフトウェア株式会社設

立

専務取締役就任

※　日東電子株式会社は、平成12年4月に(旧)エヌ・

デーソフトウェア株式会社と合併し、(新)エヌ

・デーソフトウェア株式会社に商号変更してお

ります。

(注)２ 366,600

取締役 管理本部長 富田　茂 昭和22年１月４日生

昭和44年４月株式会社殖産銀行 入社

平成６年４月 株式会社殖産銀行 宮内支店長就任

平成12年10月エヌ・デーソフトウェア株式会社へ出向 

理事職

平成14年４月管理本部長 (現任)

平成14年６月取締役就任（現任)

平成17年３月株式会社殖産銀行 退社

(注)２ 9,000

取締役
介護事業部

部長
佐藤隆志 昭和29年４月29日生

昭和56年８月協栄商事株式会社 退社

昭和56年９月日東電子株式会社 入社

昭和56年10月取締役就任（現任)

平成２年４月 技術担当部長

平成12年４月第２事業部長

平成14年４月介護事業部部長（現任)

(注)２ 26,000

取締役 総務部長 鈴木隆志 昭和31年２月25日生

昭和58年10月トヨタ・カローラ山形株式会社 退社

昭和58年11月(旧)エヌ・デーソフトウェア株式会社 入

社

平成４年４月 総務部長（現任）

平成14年６月取締役就任（現任)

(注)２ 9,000

取締役
システム　部

長
平　繁美 昭和35年６月１日生

平成３年３月 株式会社大塚商会 退社

平成３年４月 (旧)エヌ・デーソフトウェア株式会社 入

社

平成６年４月 営業部長

平成14年６月取締役就任（現任)

平成21年６月システム部長（現任)

(注)２ 9,000

 

EDINET提出書類

エヌ・デーソフトウェア株式会社(E05548)

有価証券報告書

24/88



役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（株）

取締役 営業部長 大野　聡 昭和36年８月25日生

平成10年４月(旧)エヌ・デーソフトウェア株式会社 入

社

平成16年６月システム部部長

平成18年６月取締役就任（現任）

平成21年６月営業部長（現任）

  

(注)２ 5,600

取締役 
経営企画室

室長 
塚田　登 昭和33年４月15日生

平成16年３月株式会社シベール 退社

平成16年４月エヌ・デーソフトウェア株式会社 入社

平成16年７月ＩＲ室 室長

平成17年８月経営企画室 室長（現任）

平成21年６月取締役就任（現任）

(注)５ 2,400

常勤監査役 － 金井正人 昭和16年８月７日生

平成13年８月日本電気株式会社 定年退職

平成13年９月エヌ・デーソフトウェア株式会社 入社 

市場開発室長

平成14年６月常勤監査役就任（現任)

平成18年６月株式会社ネットウィン

 監査役就任（現任）

(注)３ 9,000

監査役 ー 加藤英樹 昭和34年４月９日生

平成７年７月 新日本監査法人　退職

平成７年７月 加藤公認会計士事務所開設　代表取締役就

任（現任）

平成18年６月エヌ・デーソフトウェア株式会社監査役

就任（現任）

(注)４ －

監査役 ー 柴田　孝 昭和21年12月16日生

平成20年６月エヌワイデータ株式会社　社長退任

平成20年６月エヌ・デーソフトウェア株式会社監査役

就任（現任）

(注)３ －

    計  1,463,600

 （注）１．監査役 加藤英樹氏及び柴田孝氏は会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。

 　　　２．平成20年６月27日開催の定時株主総会の終結の時から２年間

 　　　３．平成20年６月27日開催の定時株主総会の終結の時から４年間

　　　 ４．平成18年６月29日開催の定時株主総会の終結の時から４年間

 　　　５．平成21年６月26日開催の定時株主総会の終結の時から２年間
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６【コーポレート・ガバナンスの状況等】

（１）【コーポレート・ガバナンスの状況】

＜コーポレートガバナンスに関する基本的な考え方＞ 

　当社はコーポレート・ガバナンスの充実によって、経営環境の変化に迅速に対応できる組織体制構築、株主をはじめ

社外に対する正確な情報発信による経営の透明性、更に企業倫理、コンプライアンスの遵守による健全な企業経営を

図ることが重要と考えております。そして、経営の効率性を高めるうえで、コーポレートガバナンスの強化・充実を経

営上の最重要課題と位置付け、コンプライアンス（遵法義務）とアカウンタビリティ（説明責任）に基づくコーポ

レート・ガバナンス体制の構築に向けて、鋭意努力しております。

(1)会社の機関の内容及び状況等

 　　 ①会社の機関の基本説明及び取締役会、内部監査及び監査役監査の状況

 　 　当社は、監査役制度を採用しております。

　　  会社法上の機関として、会社定款に定められた株主総会と、株主総会で選任された取締役により構成される取締役

　　会を当社の事業全般に関する最高意思決定機関として位置づけ、また同じく株主総会において選任された監査役によ

　　り構成される監査役会は、取締役の職務執行について監査しております。

　　　取締役会のほかに、業務執行の内容を協議する機関として経営会議があり、経営上の重要課題について取締役会の　

　　意思決定支援を行っています。その下部機構としてＧＬＭ（グループリーダーミーティング）があり、各伝達事項の

　　確認、諸般の細かな課題について討議、業務方針の決定を行っています。また、営業部を中心として関連部署が管理　

　　職・拠点長会議を開催し、営業施策について討議・決定を行っております。

　　　上記の会議体のメンバーは下記の通りであります。

名称 メンバー

 取締役会  取締役、監査役

 監査役会  監査役  

 経営会議  取締役、各部部長職、（監査役） 

 ＧＬＭ  取締役、各部グループリーダー（部課長・係長）、（監査役） 

 管理職・拠点長会議  取締役、各営業拠点長、管理本部・システムサポート部の部長以上、（監査役） 

 

 　内部統制システム（模式図）

 

 　　　  取締役会は７名（当事業年度末現在）の取締役で構成され、定例取締役会を月１回、また必要に応じて臨時取　

       締役会を随時開催し、会社の重要な業務執行の決定と職務の監督を行っております。                        内

部監査部門としては社長直轄の内部監査室（１名）があり、全部門を対象として、当社の業務運営の適正化

　　　 を図り、健全経営と効率向上に資することを目的としております。被監査部門に対しては、監査結果に基づき、

　　　 改善事項の指摘と指導を行い、監査後は改善の進捗状況を報告させることにより、実効性の高い内部監査を実施

       しております。　　　　　　　　　　　　　　　

 　      監査役は３名（うち２名は社外監査役）で、取締役会その他重要な会議への出席、重要な決裁書類等の閲覧等　

　　　 によって、業務及び財産の状況を調査し、取締役の職務の執行を監査しております。また、内部監査部門等とは

       緊密な連携を図り情報の収集等を実施するとともに、定期的に連絡会を開催し、グループ全体としてのガバナン

       スの確保にも努めております。なお、社外監査役との特別な利害関係はございません。 

 　　 ②　社外役員に関する事項
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        イ．他の会社との兼任状況（他の会社の業務執行者である場合）及び当社と当該他の会社との関係

　　　　　 該当する事項はありません。

 　　　 ロ．他の会社の社外役員の兼任状況

            該当する事項はありません。

 　　　 ハ．当事業年度における主な活動状況

 　　 ・取締役会及び監査役会への出席状況　

  取締役会（24回開催）  監査役会（12回開催）

  出席回数  出席率  出席回数  出席率

 監査役　加藤　英樹  13回  54.2%  11回  91.7%

 監査役　柴田　孝  7  36.8 7 77.8

      ・取締役会及び監査役会における発言状況

 　     監査役加藤英樹氏は、主に公認会計士及び税理士としての専門的見地からの議案審議に必要な助言・提言を適宜

        行っております。

        監査役柴田孝氏は、議案審議等に必要な助言・提言を適宜行っております。

    　　ニ．責任限定契約の内容の概要

        　  該当する事項はありません。

 

③　会計監査の状況

会計監査につきましては、当社は監査法人トーマツと監査契約を締結し、会社法監査及び金融商品取引法監査

を受けております。また非監査業務の内容として、財務報告に係る内部統制に関する助言・指導業務契約を締結

しております。

  会計監査人は、独立の第三者としての立場から財務諸表等の監査を実施し、当社は監査結果の報告を受けて、検

討課題等について適宜意見を交換し、改善事項等の助言を受けております。 

 　　　   なお、監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認められる場合は、監

        査役全員の合意に基づき監査役会が、会計監査人を解任いたします。この場合、監査役会が選定した監査役は、　　

　　　　解任後最初に招集される株主総会におきまして、会計監査人を解任した旨と解任の理由を報告いたします。

 　       継続監査年数については、全員７年以内であるため、記載を省略しております。

　      監査業務に係る補助者の構成は、監査法人の選定基準に基づき決定されております。具体的には公認会計士及

      び会計士補等を主たる構成員としております。

          ａ．業務を執行した公認会計士の氏名及び所属する監査法人名

　　　　　　  尾町雅文　　（監査法人トーマツ）

　　　　　　　髙原　透　　（監査法人トーマツ）

          ｂ．監査業務に係る補助者の構成

　　　　　　　公認会計士　　４名

　　　　　　　会計士補等　　２名

　　　　　　　その他　　　　２名 

 

(2)内部統制システムの整備の状況

　　　　　当社は、システムを通して、「誰もがすこやかに暮らせる社会の実現のために」を経営理念として、そのテー　

　　　　マを達成するために「お客様第一主義」の基本方針を掲げ、お客様の信頼に応えることを全役職員の行動の基本　

　　　　とするとともに、以下の通り、業務の適正を確保するための体制（以下、「内部統制」という）を整備し、その　

　　　　徹底・浸透を図ってまいります。

　　　　１．取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

　　　　　　事業展開の指標となる経営理念、経営方針、業務執行方針を定めるほか、経営上の重要事項については取締役会にお

いて決定します。 更に、その他の重要会議においても監査役の出席を求め、重要な決定事項に関しては日常的

に監査役の監査を受けるものとします。役員及び使用人が、コンプライアンスの重要性を共有し、組織構成及び

職務遂行における内部牽制機能を強化するとともに内部通報者制度の整備を図るものとします。

　　　　　　この内部統制の整備・充実をはかるため、必要に応じ適宜に見直し、改善を図ります。 また、全社的に周知徹底する

ことにより、経営の健全性・透明性を継続維持しながら、円滑な事業展開と収益確保を図り、企業価値を最大限

に高めていくことを目指します。 
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　　　　２．取締役の職務執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

　　　　　　当社は、取締役の職務の執行に係る文書（電磁的記録を含む）、その他重要な情報について、社内規程および関係法

令に基づき、保存及び管理（廃棄を含む）を適切に実施し、必要に応じて適宜に見直し等を行います。ISO27001

第三者認証の全社取得を行っており、ISMS（情報セキュリティマネージメントシステム）の運用により、情報

の機密性、完全性、可用性の向上を目指し、継続的改善を推進します。　　　　

　　　　３．損失の危険の管理に関する規程その他の体制

　　　　　　リスク管理体制については、危機管理規程と事業継続計画の策定を行うとともに、ガイドラインの制定、研修の実

施、マニュアルの作成等を行い、その周知徹底を図ります。リスクが現実化し、重大な影響が予測される場合は、

予め任命された危機管理担当取締役が主体的役割を担います。日常業務については、社長直轄の内部監査室が

内部監査規程に則って監査を実施し、損失の危険を早期に発見することに努めます。

　　　　４．取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

　　　　　　組織規程及び職務権限規程に基づき、各部門の業務及びその権限を明確にし、取締役の職務の効率性確保に努めま

す。取締役は、取締役会において決定した中期経営計画に基づき、効率的な業務遂行体制を構築します。 また、

経営資源の適正な配分等を十分考慮の上、年度毎に事業計画及び利益計画を策定し、取締役会で決定します。取

締役会は、定期的に各部門の目標達成状況の報告を受け、必要に応じて目標を修正し、業務遂行体制の効率化に

向けた改善策を決定します。

　　　　５．当社及び子会社からなる企業集団における業務の適正を確保するための体制

　　　　　　当社は「子会社管理規程」に基づき、子会社担当役員を中心として、取締役会による子会社に対する適切な経営管

理を行います。 また、当社の内部監査室が定期的に業務監査を実施しております。

　　　　６．監査役の職務を補助すべき使用人を置くことに関する事項

　　　　　　現在、監査役の職務を補助すべき使用人は特に配置していませんが、必要に応じて監査役の業務補助のための監査

役スタッフを置くこととし、その人事については取締役と監査役が十分に協議し決定することとします。

　　　　７．監査役の職務を補助すべき使用人の取締役からの独立性に関する事項　　

　　　　　　監査役の職務を補助すべき使用人に関する人事は、監査役会の同意を必要とし、業務執行に係わる役職との兼務は

しないものとします。

　　　　８．取締役及び使用人が監査役に報告するための体制その他の監査役への報告に関する体制

　　　　　　取締役及び使用人は、会社に著しい損害を及ぼすおそれがある事実、法令・定款に違反するおそれがある事実を発

見した場合は、直ちに監査役または監査役会に報告を行う。また、取締役及び使用人は、監査役から監査に必要

な事項に関し説明を求められた場合は、速やかに、監査役または監査役会に必要な報告を行います。

　　　　９．その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

　　　　　　管理部門、内部監査部門は、監査役からの要請があった場合は、監査役の補助を行います。監査役が必要と認めた場

合、監査役は弁護士、公認会計士及び税理士等との連携により適切な監査を行います。 また、常勤監査役は、監

査に必要な情報を収集するために各種重要会議への出席及び稟議書その他の重要な書類の閲覧をすることが

できます。

　　　　10.反社会的勢力排除に向けた基本的な考えとその整備状況

　　　　　 当社は、反社会的勢力排除に向け、「反社会的勢力排除基本方針」に基づき、社会の秩序や安全に脅威を与える反社

会的勢力とは一切の関係を持たず、これらの圧力に対しても毅然とした対応で臨み、断固として対決し、その圧

力を排除することを宣言します。

　　　　（反社会的勢力排除基本方針）

　　　　　 当社は、反社会的勢力に毅然とした対応で臨み、反社会的勢力との関係は一切持たないことを基本方針として「反

社会的勢力排除基本方針」を定めます。

　        i. 社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力に対し、毅然とした態度で対応し、一切の関係を遮断しま

す。

　        ii. 反社会的勢力による不当要求に対しては、外部専門機関と積極的に連携しながら組織として対応し、断固と

して拒絶します。

　       iii. 反社会的勢力に対しては、資金提供及び不適切な便宜供与は行いません。

        　iv. 反社会的勢力への対応に際し、適切な助言、協力を得ることができるよう、平素から外部専門機関との連携

強化を図ります。

　         v. 反社会的勢力による不当要求に対しては、法的対抗措置を講じる等、断固たる態度で対応します。

 

    (3)リスク管理体制の整備の状況

        当社では、リスク管理を各部署において責任を持って取り組むべき重要な課題であるとの認識に基づき、日常的

      なマネジメントは各部署単位で対応するとともに、管理本部、内部監査室等が、各部署における状況を監視してお　

　　　ります。

      また、大きな事件、事故等が発生した場合には、その影響を最小限に抑えるため、社長をトップとする対策室を速

　　　やかに設置し、管理部門が中心となって関係各部署と連携を取りながら、対応を図る体制を構築しております。

        情報セキュリティに関しては、情報セキュリティ基本方針を定めるとともに、全社的なマネージメントレビュー
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　　　を行うＩＳＭＳ推進委員会と、その下部組織として各部署におけるマネージメントを行うＩＳＭＳ運用委員会を設　

　　　置することにより、情報セキュリティの遵守の徹底を図っております。

 　　 なお、全社に拡大してJIS Q 27001:2006認証を平成20年９月30日付けで取得しております。

       

(4)役員報酬の内容

 　　  当社の取締役及び監査役に対する報酬の内容は次のとおりであります。

取締役に対する報酬　　　7名　　87百万円

監査役に対する報酬　　　4名　　 7百万円

 （うち社外監査役）      (3名)   (1百万円)

 　　（注）１．取締役の支給額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。

     　　  ２．取締役の報酬限度額は、平成17年3月17日開催の臨時株主総会において年額150百万円以内（ただし、使

　　　　　　　 用人分給与は含まない。）と決議いただいております。

      　　 ３．監査役の報酬限度額は、平成17年3月17日開催の臨時株主総会において年額20百万円以内と決議いただい

　　　　　　　 ております。

      　　 ４．支給額には、以下のものも含まれております。

      　　    ・当事業年度に係る役員賞与

                取　締　役　7名  23百万円

                監　査　役　1名  0百万円

　　　　　　　・当事業年度に計上した役員退職慰労引当金        

　　　　　　　・平成20年６月27日開催の第29回定時株主総会決議に基づき、退任監査役１名に対し支給した

                ０百万円の退職慰労金 

 　

    (5)取締役の定数

　     当社の取締役は10名以内とする旨を定款で定めております。

　  (6)取締役の選任の決議要件

　     当社は、取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主 

     が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨を定款で定めております。

　  (7)自己株式の取得

　　   当社は、会社法第165条第２項の規定に基づき、経営環境の変化に対応した機動的な資本政策の遂行を可能とす 

     るため、取締役会の決議によって市場取引等により自己の株式を取得することができる旨を定款で定めておりま 

     す。

　  (8)株主総会の特別決議要件

　     当社は、会社法第309条第２項に定める株主総会の決議について、議決権を行使することができる株主の議決権 

     の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨を定款で定めております。これ

     は、株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を行うことを目的とするも

     のであります。

　  (9)中間配当

　　　 当社は、株主への機動的な利益還元を行うため、会社法454条第５項の規定により、取締役会の決議によって毎年　　

　　 ９月30日を基準日として、中間配当を行う事ができる旨を定款に定めております。
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（２）【監査報酬の内容等】

①【監査公認会計士等に対する報酬の内容】

区分
前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に基づく
報酬（千円）

非監査業務に基づく報
酬（千円）

監査証明業務に基づく
報酬（千円）

非監査業務に基づく報
酬（千円）

提出会社  － －  22,000  687

連結子会社  － －  －  －

計 －  －  22,000  687

 

②【その他重要な報酬の内容】

　該当事項はありません。

 

③【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

　当社が監査公認会計士等に対して報酬を支払っている非監査業務の内容としましては、財務報告に係る内部統

制に関する助言・指導業務等についてであります。

 

④【監査報酬の決定方針】

　当社の監査公認会計士等に対する監査報酬の決定方針につきましては、経理担当取締役が監査役会の同意を得

て決定をしております。
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第５【経理の状況】

１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1） 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号。

以下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前連結会計年度（平成19年４月１日から平成20年３月31日まで）は、改正前の連結財務諸表規則に基づき、

当連結会計年度（平成20年４月１日から平成21年３月31日まで）は、改正後の連結財務諸表規則に基づいて作成

しております。

 

(2） 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下

「財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前事業年度（平成19年４月１日から平成20年３月31日まで）は、改正前の財務諸表等規則に基づき、当事業

年度（平成20年４月１日から平成21年３月31日まで）は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前連結会計年度（平成19年４月１日から平成20年３

月31日まで）及び当連結会計年度（平成20年４月１日から平成21年３月31日まで）の連結財務諸表並びに前事業

年度（平成19年４月１日から平成20年３月31日まで）及び当事業年度（平成20年４月１日から平成21年３月31日

まで）の財務諸表について、監査法人トーマツにより監査を受けております。
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１【連結財務諸表等】
（１）【連結財務諸表】
①【連結貸借対照表】

(単位：千円)

前連結会計年度
(平成20年３月31日)

当連結会計年度
(平成21年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 875,010 637,022

受取手形及び売掛金 ※1
 809,267

※1
 1,175,369

たな卸資産 35,831 －

商品 － 8,808

仕掛品 － 13,964

貯蔵品 － 9,634

前払費用 17,231 30,792

繰延税金資産 71,695 65,277

その他 29,561 44,629

貸倒引当金 △10,252 △18,622

流動資産合計 1,828,344 1,966,876

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 703,395 552,464

減価償却累計額 △129,676 △41,065

建物及び構築物（純額） 573,719 511,398

車両運搬具 17,469 16,137

減価償却累計額 △16,349 △15,358

車両運搬具（純額） 1,120 778

工具、器具及び備品 91,638 72,095

減価償却累計額 △52,771 △46,553

工具、器具及び備品（純額） 38,867 25,541

土地 107,052 33,856

リース資産 － 30,967

減価償却累計額 － △4,938

リース資産（純額） － 26,029

有形固定資産合計 720,760 597,604

無形固定資産

のれん 43,369 60,500

ソフトウエア 106,973 251,556

ソフトウエア仮勘定 134,675 173,518

その他 3,908 3,608

無形固定資産合計 288,926 489,184

投資その他の資産

投資有価証券 715,681 758,929

長期預金 107,330 104,690

保険積立金 54,660 54,660

繰延税金資産 273,476 188,813
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(単位：千円)

前連結会計年度
(平成20年３月31日)

当連結会計年度
(平成21年３月31日)

敷金及び保証金 51,285 61,049

その他 12,600 14,048

投資その他の資産合計 1,215,034 1,182,190

固定資産合計 2,224,721 2,268,980

資産合計 4,053,065 4,235,857

負債の部

流動負債

買掛金 143,222 86,715

短期借入金 60,000 50,000

1年内返済予定の長期借入金 12,880 －

未払金 207,102 261,167

未払費用 18,560 25,989

リース債務 － 5,495

未払法人税等 117,405 96,837

未払消費税等 6,604 61,918

前受収益 611,491 702,417

賞与引当金 116,483 110,121

役員賞与引当金 24,000 24,000

その他 64,371 70,103

流動負債合計 1,382,121 1,494,765

固定負債

リース債務 － 20,804

退職給付引当金 10,163 8,931

役員退職慰労引当金 98,489 108,996

長期前受収益 180,142 168,731

固定負債合計 288,795 307,463

負債合計 1,670,917 1,802,229

純資産の部

株主資本

資本金 754,940 754,940

資本剰余金 712,440 712,440

利益剰余金 984,459 1,029,852

自己株式 △547 △77,742

株主資本合計 2,451,292 2,419,489

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △89,723 △26,225

評価・換算差額等合計 △89,723 △26,225

少数株主持分 20,579 40,363

純資産合計 2,382,148 2,433,628

負債純資産合計 4,053,065 4,235,857
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②【連結損益計算書】
(単位：千円)

前連結会計年度
(自　平成19年４月１日
　至　平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

売上高 3,749,996 4,140,162

売上原価 ※2
 1,728,595

※2
 1,710,942

売上総利益 2,021,401 2,429,220

販売費及び一般管理費 ※1, ※2
 1,688,743

※1, ※2
 1,717,253

営業利益 332,657 711,967

営業外収益

受取利息 2,356 3,583

受取配当金 32,864 4,893

補助金収入 2,157 －

その他 2,078 1,690

営業外収益合計 39,456 10,167

営業外費用

支払利息 1,532 1,837

売上債権売却損 8,227 7,696

事業所再編費用 7,000 －

営業外費用合計 16,759 9,534

経常利益 355,354 712,601

特別利益

固定資産売却益 － ※3
 43

特別利益合計 － 43

特別損失

投資有価証券評価損 18,442 341,801

固定資産除却損 ※4
 3,158

※4
 1,057

固定資産売却損 － ※5
 21,920

過年度役員退職慰労引当金繰入額 － 1,911

特別損失合計 21,600 366,690

税金等調整前当期純利益 333,754 345,953

法人税、住民税及び事業税 197,289 169,845

法人税等還付税額 － △28,189

法人税等調整額 △20,146 48,037

法人税等合計 177,143 189,694

少数株主利益 477 6,784

当期純利益 156,133 149,475
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③【連結株主資本等変動計算書】
(単位：千円)

前連結会計年度
(自　平成19年４月１日
　至　平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

株主資本

資本金

前期末残高 687,750 754,940

当期変動額

新株の発行 67,190 －

当期変動額合計 67,190 －

当期末残高 754,940 754,940

資本剰余金

前期末残高 645,250 712,440

当期変動額

新株の発行 67,190 －

当期変動額合計 67,190 －

当期末残高 712,440 712,440

利益剰余金

前期末残高 960,079 984,459

当期変動額

剰余金の配当 △131,753 △104,082

当期純利益 156,133 149,475

当期変動額合計 24,380 45,393

当期末残高 984,459 1,029,852

自己株式

前期末残高 △516 △547

当期変動額

自己株式の取得 △30 △77,195

当期変動額合計 △30 △77,195

当期末残高 △547 △77,742

株主資本合計

前期末残高 2,292,562 2,451,292

当期変動額

新株の発行 134,380 －

剰余金の配当 △131,753 △104,082

自己株式の取得 △30 △77,195

当期純利益 156,133 149,475

当期変動額合計 158,730 △31,802

当期末残高 2,451,292 2,419,489
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(単位：千円)

前連結会計年度
(自　平成19年４月１日
　至　平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

前期末残高 6,102 △89,723

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△95,826 63,497

当期変動額合計 △95,826 63,497

当期末残高 △89,723 △26,225

評価・換算差額等合計

前期末残高 6,102 △89,723

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△95,826 63,497

当期変動額合計 △95,826 63,497

当期末残高 △89,723 △26,225

少数株主持分

前期末残高 20,102 20,579

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 477 19,784

当期変動額合計 477 19,784

当期末残高 20,579 40,363

純資産合計

前期末残高 2,318,768 2,382,148

当期変動額

新株の発行 134,380 －

剰余金の配当 △131,753 △104,082

当期純利益 156,133 149,475

自己株式の取得 △30 △77,195

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △95,349 83,281

当期変動額合計 63,380 51,479

当期末残高 2,382,148 2,433,628
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】
(単位：千円)

前連結会計年度
(自　平成19年４月１日
　至　平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純利益 333,754 345,953

減価償却費 70,401 138,983

退職給付引当金の増減額（△は減少） △2,017 △1,232

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 6,915 10,507

賞与引当金の増減額（△は減少） 22,132 △6,362

貸倒引当金の増減額（△は減少） △3,573 8,370

のれん償却額 13,344 20,963

受取利息及び受取配当金 △35,220 △8,477

支払利息 1,532 1,837

投資有価証券評価損益（△は益） 18,442 341,801

固定資産除却損 3,158 1,057

有形固定資産売却損益（△は益） － 21,876

売上債権の増減額（△は増加） △156,977 △366,102

たな卸資産の増減額（△は増加） △18,965 3,424

仕入債務の増減額（△は減少） 105,232 △56,507

未払金の増減額（△は減少） △308 53,693

未払費用の増減額（△は減少） △15,022 7,429

前受収益の増減額（△は減少） 93,208 90,925

長期前受収益の増減額（△は減少） △34,431 △11,411

未払消費税等の増減額（△は減少） △11,112 55,313

その他 4,005 △4,852

小計 394,495 647,192

利息及び配当金の受取額 35,220 8,477

利息の支払額 △1,592 △1,782

法人税等の支払額 △212,254 △187,547

法人税等の還付額 － 28,189

営業活動によるキャッシュ・フロー 215,869 494,528

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △108,061 △7,171

定期預金の払戻による収入 104,007 2,006

有形固定資産の取得による支出 △515,820 △5,600

無形固定資産の取得による支出 △167,474 △312,573

有形固定資産の売却による収入 － 99,263

投資有価証券の取得による支出 △125,842 △310,038

投資有価証券の償還による収入 21,035 31,529

貸付けによる支出 － △30,000

その他 △1,246 △11,911

投資活動によるキャッシュ・フロー △793,401 △544,495
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(単位：千円)

前連結会計年度
(自　平成19年４月１日
　至　平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入れによる収入 － 50,000

短期借入金の返済による支出 △10,000 △60,000

長期借入金の返済による支出 △19,604 △12,880

株式の発行による収入 134,380 －

少数株主からの払込みによる収入 － 13,000

自己株式の取得による支出 △30 △77,195

リース債務の返済による支出 － △4,667

配当金の支払額 △131,753 △104,082

財務活動によるキャッシュ・フロー △27,008 △195,825

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △604,539 △245,792

現金及び現金同等物の期首残高 1,477,542 873,003

現金及び現金同等物の期末残高 ※1
 873,003

※1
 627,211
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【連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項】

 
前連結会計年度

（自 平成19年４月１日
至 平成20年３月31日）

当連結会計年度
（自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日）

１.連結の範囲に関する事項 すべての子会社を連結しております。

　連結子会社の数　　２社

  連結子会社の名称

　　株式会社日本ケアコミュニケーションズ

　　株式会社ネットウィン

すべての子会社を連結しております。

　連結子会社の数　　２社

  連結子会社の名称

　　株式会社日本ケアコミュニケーションズ

　　株式会社ネットウィン

２.持分法の適用に関する事

項

該当事項はありません。 　　　　同左

３.連結子会社の事業年度等

に関する事項

連結子会社の決算日は、連結決算日と一致

しております。

　　　　同左

４.会計処理基準に関する事

項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

①有価証券

　　　その他有価証券

　　　　時価のあるもの

　　　　　決算日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部純資産直入法

により処理し、売却原価は、移動

平均法により算定）

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

①有価証券

　　　その他有価証券

　　　　時価のあるもの

　　　　　同左

 　　　　時価のないもの

　　　　　移動平均法による原価法

時価のないもの

　　　　　同左

 ②たな卸資産

　商品及び貯蔵品

最終仕入原価法

②たな卸資産

　商品

　先入先出法による原価法（貸借

対照表価額については収益性の

低下に基づく簿価切下げの方

法）を採用しております。

  貯蔵品

　最終仕入原価法 

 仕掛品

　個別法による原価法 

仕掛品

　個別法による原価法 （貸借対

照表価額については収益性の低

下に基づく簿価切下げの方法）

を採用しております。 

（会計方針の変更）

　当社及び連結子会社は、当連結会

計年度より「棚卸資産の評価に関

する会計基準」（企業会計基準第

９号　平成18年７月５日公表分）

を適用しております。また、商品に

ついては、商品販売の増加により、

商品在庫の金額的重要性が増して

きたことから期間損益計算の適正

化を図るため、先入先出法による

原価法に変更しております。　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　この変更が損益に与える影響は

軽微であります。なお、セグメント

情報に与える影響は当該箇所に記

載しております。
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前連結会計年度

（自 平成19年４月１日
至 平成20年３月31日）

当連結会計年度
（自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日）

 (2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

①有形固定資産

定率法

ただし、平成10年４月１日以降に取

得した建物（建物附属設備は除

く。）については、定額法。

なお、主な耐用年数は以下のとおり

であります。

建物及び構築物　　　13～50年

車両運搬具　　　　　４～６年

工具器具及び備品　　３～15年

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

①有形固定資産（リース資産を除く）

定率法

ただし、平成10年４月１日以降に取

得した建物（建物附属設備は除

く。）については、定額法。

なお、主な耐用年数は以下のとおり

であります。

建物及び構築物　　　13～50年

車両運搬具　　　　　４～６年

工具器具及び備品　　３～15年

 

 

 

 　（会計方針の変更）

　当社及び連結子会社は、法人税法の改

正に伴い、当連結会計年度より平成19

年４月１日以降に取得した有形固定資

産について、改正後の法人税法に基づ

く減価償却の方法に変更しておりま

す。

　この変更が損益に与える影響は軽微

であります。 

 　　　　　

 　  （追加情報）

  当社及び連結子会社は、法人税法の

改正に伴い、平成19年３月31日以前に

取得した資産については、改正前の法

人税法に基づく減価償却の方法の適用

により取得価額の５％に到達した連結

会計年度の翌連結会計年度より、取得

価額の５％相当額と備忘価額との差額

を５年間にわたり均等償却し、減価償

却費に含めて計上しております。

　これによる損益に与える影響は軽微

であります。

　  　　

 ②無形固定資産

市場販売目的のソフトウエアについ

ては、販売開始後３年以内の見込販

売収益に基づく減価償却額と残存有

効期間に基づく均等配分額を比較

し、いずれか大きい額を計上してお

ります。

自社利用のソフトウエアについて

は、社内における利用可能期間（５

年間）に基づく定額法で行っており

ます。

②無形固定資産（リース資産を除く）

市場販売目的のソフトウエアについ

ては、販売開始後３年以内の見込販

売収益に基づく減価償却額と残存有

効期間に基づく均等配分額を比較

し、いずれか大きい額を計上してお

ります。

自社利用のソフトウエアについて

は、社内における利用可能期間（５

年間）に基づく定額法で行っており

ます。
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前連結会計年度

（自 平成19年４月１日
至 平成20年３月31日）

当連結会計年度
（自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日）

 （追加情報）

　市場販売目的のソフトウエアの製品

マスターの機能の改良・強化を行うた

めの制作費は、従来費用として処理し

ておりましたが、当連結会計年度から

資産に計上する方法に変更しておりま

す。

　この変更は、原価計算規程の整備に

よって開発プロジェクト単位でのソフ

トウエア制作にかかる費用の区分を明

確にしたこと及び新業務管理システム

の導入による原価計算の精度の向上に

よるものであります。 

　この結果、従来の方法によった場合に

比べて当連結会計年度の営業利益、経

常利益及び税金等調整前当期純利益

は、それぞれ149,738千円増加しており

ます。

　なお、セグメント情報に与える影響は

当該箇所に記載しております。

 

 ――――― ③リース資産

リース期間を耐用年数とし、残存

価額を零とする定額法を採用し

ております。

なお、所有権移転外ファイナンス

・リース取引のうち、リース取引

開始日が平成20年３月31日以前

のリース取引については、通常の

賃貸借取引に係る方法に準じた

会計処理によっております。 

 ④長期前払費用

定額法

④長期前払費用

同左

 (3) 重要な引当金の計上基準

①貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については、貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特定の債権

については、個別に回収可能性を勘

案し、回収不能見込額を計上してお

ります。

(3) 重要な引当金の計上基準

①貸倒引当金

　　　　同左

 ②賞与引当金

従業員に対して支給する賞与の支出

に充てるため、支給見込額に基づき

計上しております。

②賞与引当金

　　　　同左

 ③役員賞与引当金

 役員の賞与の支給に備えるため、当

連結会計年度における支給見込額に

基づき計上しております。

③役員賞与引当金

 　同左
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前連結会計年度

（自 平成19年４月１日
至 平成20年３月31日）

当連結会計年度
（自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日）

 ④退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当

連結会計年度末における退職給付債

務及び年金資産の見込額に基づき計

上しております。

④退職給付引当金

　　　　同左

 ⑤役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支出に備えるた

め、内規に基づく期末要支給額を計

上しております。

⑤役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支出に備える

ため、内規に基づく期末要支給額を

計上しております。

（追加情報）

 　一部の連結子会社は、当連結会計

年度に内規の新設を行ったため、当

連結会計年度より役員退職慰労引

当金を計上しております。

　これに伴い、当期発生額1,730千円

を一般管理費に計上し、過年度相当

額1,911千円を特別損失に計上して

おります。 

 (4) 重要なリース取引の処理方法

リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス

・リース取引については、通常の賃貸

借取引に係る方法に準じた会計処理に

よっております。

(4)       ―――――

 (5) その他連結財務諸表作成のための重

要な事項

消費税等の会計処理

　　　税抜方式によっております。

(5) その他連結財務諸表作成のための重

要な事項

　　同左

５.連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項

連結子会社の資産及び負債の評価方法は、

全面時価評価法によっております。

　　　　同左

６.のれん及び負ののれんの

償却に関する事項

のれんの償却については、５年間の定額法

により償却を行っております。

　　　　同左

７.連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範囲

手許現金、随時引き出し可能な預金及び容

易に換金可能であり、かつ、価格の変動につ

いて僅少なリスクしか負わない取得日から

３ヶ月以内に満期日の到来する短期投資か

らなっております。

　　　　同左
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【連結財務諸表作成のための基本となる重要事項の変更】

前連結会計年度
（自 平成19年４月１日
至 平成20年３月31日）

当連結会計年度
（自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日）

─────

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

　（リース取引に関する会計基準）

　所有権移転外ファイナンスリース取引については、従来、 

賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっておりまし

たが、当連結会計年度より「リース取引に関する会計基

準」（企業会計基準第13号（平成５年６月17日（企業会計

審議会第一部会）、平成19年３月30日改正））及び「リー

ス取引に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用

指針第16号（平成６年１月18日（日本公認会計士協会　会

計制度委員会）、平成19年３月30日改正））を適用し、通常

の売買取引に係る方法に準じた会計処理によっておりま

す。

　なお、リース取引開始日が適用初年度開始前の所有権移転

外ファイナンス・リース取引については、引き続き通常の

賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を適用しておりま

す。 

　この変更が、 営業利益、経常利益及び税金等調整前当期純

利益に与える影響は軽微であります。

　なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所に記載し

ております。 

 

【表示方法の変更】

前連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

（連結貸借対照表）

　「長期性預金」は、前連結会計年度まで、投資その他

　の資産の「その他」に含めて表示しておりましたが、

　当連結会計年度において、資産の総額の100分の１を超

　えたため区分掲記しました。

　　 なお、前連結会計年度末の「長期性預金」は3,280千

　 円であります。

  

 

（連結貸借対照表）

 「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の

一部を改正する内閣府令」（平成20年８月７日　内閣府

令第50号）が適用となることに伴い、前連結会計年度に

おいて、「たな卸資産」として掲記されていたものは、

当連結会計年度から「商品」「仕掛品」「貯蔵品」に

区分掲記しております。なお、前連結会計年度の「たな

卸資産」に含まれる「商品」「仕掛品」「貯蔵品」は、

それぞれ14,045千円、11,226千円、10,559千円でありま

す。
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【注記事項】

（連結貸借対照表関係）

前連結会計年度
（平成20年３月31日）

当連結会計年度
（平成21年３月31日）

※１　売上債権流動化に伴う遡及義務は、7,203千円であり

ます。

※１　売上債権流動化に伴う遡及義務は、5,913千円であり

ます。

 

（連結損益計算書関係）

 

前連結会計年度
（自 平成19年４月１日
　　至 平成20年３月31日）

当連結会計年度
（自 平成20年４月１日
　　至 平成21年３月31日）

※１　販売費及び一般管理費の主なもの ※１　販売費及び一般管理費の主なもの

旅費交通費 133,497千円

給料手当 537,510千円

役員報酬 77,414千円

賞与 96,344千円

役員賞与引当金繰入額 24,000千円

賞与引当金繰入額 57,790千円

貸倒引当金繰入額 9,667千円

退職給付費用 7,160千円

役員退職慰労引当金繰入額   6,915千円

法定福利費 104,586千円

支払手数料 94,150千円

減価償却費  19,722千円

消耗品費  58,219千円

旅費交通費 128,687千円

給料手当 564,324千円

役員報酬 83,656千円

賞与 96,303千円

役員賞与引当金繰入額 24,000千円

賞与引当金繰入額 53,750千円

貸倒引当金繰入額 10,580千円

退職給付費用 9,255千円

役員退職慰労引当金繰入額 8,595千円

法定福利費 108,049千円

支払手数料 100,457千円

減価償却費 26,063千円

ソフトウェア償却費 31,213千円

のれん償却額 20,963千円

※２　一般管理費及び売上原価に含まれる研究開発費は、

217,980千円であります。

※２　一般管理費及び売上原価に含まれる研究開発費は、

148,651千円であります。

※３　　　　　　 　　――――― ※３　固定資産売却益の内容は、次のとおりであります。

 
車両運搬具 43千円

計 43千円

※４　固定資産除却損の内容は、次のとおりであります。 ※４　固定資産除却損の内容は、次のとおりであります。

建物及び構築物 1,485千円

車両運搬具      153千円

工具器具備品 856千円

ソフトウェア 661千円

計     3,158千円

工具器具備品 253千円

ソフトウェア 803千円

計 1,057千円

※５　　　　　　 　　――――― ※５　固定資産売却損の内容は、次のとおりであります。

 

建物及び構築物 13,253千円

工具器具備品 870千円

土地 7,796千円

計 21,920千円
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（連結株主資本等変動計算書関係）

前連結会計年度（自 平成19年４月１日　至 平成20年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前連結会計年度末
株式数（株）

当連結会計年度増
加株式数（株）

当連結会計年度減
少株式数（株）

当連結会計年度末
株式数（株）

発行済株式     

普通株式　（注）１ 1,647,000 1,822,600 － 3,469,600

合計 1,647,000 1,822,600 － 3,469,600

自己株式     

普通株式　（注）２ 80 120 － 200

合計 80 120 － 200

  （注）１　普通株式の発行済株式総数の増加1,822,600株は、株式分割によるもの1,647,000株及び新株予約権の行使に

よる新株発行によるもの5,600株、第三者割当による新株発行170,000株であります。

 　　　 ２　普通株式の自己株式数の増加120株は、株式分割によるもの80株及び単元未満株式の買取によるもの40株であり

ます。

 

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

 　　 会社法の施行前に付与されたストックオプションであるため、残高はありません。　

 

３．配当に関する事項

(1）配当金支払額

 
　　 （決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配当
額（円）

基準日 効力発生日

平成19年６月28日

　　　定時株主総会
　普通株式 131,753 80 平成19年３月31日平成19年６月29日

 

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

 
　  （決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

配当の原資
１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日

平成20年６月27日

　　定時株主総会
 普通株式 104,082利益剰余金 30平成20年３月31日平成20年６月30日
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当連結会計年度（自 平成20年４月１日　至 平成21年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前連結会計年度末
株式数（株）

当連結会計年度増
加株式数（株）

当連結会計年度減
少株式数（株）

当連結会計年度末
株式数（株）

発行済株式     

普通株式　 3,469,600     －     － 3,469,600

合計 3,469,600 － － 3,469,600

自己株式     

普通株式　（注） 200 129,200 － 129,400

合計 200 129,200 － 129,400

  （注）普通株式の自己株式数の増加129,200株は、取締役会決議による自己株式の取得による増加であります。

 

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

 　　 会社法の施行前に付与されたストックオプションであるため、残高はありません。　

 

３．配当に関する事項

(1）配当金支払額

 
　　 （決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配当
額（円）

基準日 効力発生日

平成20年６月27日

　　　定時株主総会
　普通株式 104,082 30 平成20年３月31日平成20年６月30日

 

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

 
　  （決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

配当の原資
１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日

平成21年６月26日

　　定時株主総会
 普通株式 100,206利益剰余金 30平成21年３月31日平成21年６月29日

 

（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前連結会計年度
（自 平成19年４月１日
至 平成20年３月31日）

当連結会計年度
（自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日）

※１　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係(平成20年３月31

日現在)

※１　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係(平成21年３月31

日現在)

現金及び預金 875,010千円

預入期間が３ヶ月を超える

定期預金
△2,006千円

現金及び現金同等物 873,003千円

現金及び預金 637,022千円

預入期間が３ヶ月を超える

定期預金
△9,811千円

現金及び現金同等物 627,211千円
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（リース取引関係）

前連結会計年度
（自 平成19年４月１日
至 平成20年３月31日）

当連結会計年度
（自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日）

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以

外のファイナンス・リース取引

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

及び期末残高相当額

ファイナンスリース取引

　所有権移転外ファイナンス・リース

　(1)リース資産の内容

　　有形固定資産

　　主として、ソフトウェア事業における器具・備品(工具器

具及び備品)であります。

　　無形固定資産

　　ソフトウェアであります。

　(2)リース資産の減価償却の方法

　　連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項「4、会

計処理基準に関する事項　（2）重要な減価償却資産の

減価償却の方法」に記載のとおりであります。

　　　なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、

リース取引開始日が、平成20年３月31日以前のリース

取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じ

た会計処理によっており、その内容は以下のとおりで

あります。 

　① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

及び期末残高相当額

 
取得価額
相当額
(千円)

減価償却累計額
相当額
(千円)

期末残高
相当額
(千円)

工具器具及び備
品

156,082 45,023111,059

ソフトウェア 16,184 9,872 6,311
合計 172,266 54,896117,370

 
取得価額
相当額
(千円)

減価償却累計額
相当額
(千円)

期末残高
相当額
(千円)

工具器具及び備
品

137,409 55,91481,494

ソフトウェア 10,919 7,434 3,484
合計 148,328 63,34984,979

(2) 未経過リース料期末残高相当額 　② 未経過リース料期末残高相当額

１年以内 31,955千円

１年超    86,759千円

合計 118,715千円

１年以内 25,000千円

１年超 61,759千円

合計 86,759千円

(3) 支払リース料、減価償却相当額及び支払利息相当額 　③ 支払リース料、減価償却相当額及び支払利息相当額

支払リース料 30,205千円

減価償却費相当額 28,182千円

支払利息相当額 2,246千円

支払リース料 34,695千円

減価償却費相当額 32,391千円

支払利息相当額 2,739千円

(4) 減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法によっております。

　④ 減価償却費相当額の算定方法

　　　同　左

(5) 利息相当額の算定方法

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額

を利息相当額とし、各期への配分方法については、利息法

によっております。

　⑤ 利息相当額の算定方法

　　　同　左

（減損損失について）

　リース資産に配分された減損損失はありません。

（減損損失について）

　　　　　 同　左
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（有価証券関係）

前連結会計年度(平成20年３月31日)

１ その他有価証券で時価のあるもの

種　　　類
取得原価
（千円）

連結貸借対照表計上額
（千円）

差　額
（千円）

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えるもの

(1) 株式 38,491 46,065 7,574

(2) 債券 － － －

(3) その他 － － －

 小　計 38,491 46,065 7,574

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えないもの

(1) 株式 21,128 12,040 △9,088

(2) 債券 － － －

(3) その他 804,804 655,776 △149,027

 小　計 825,933 667,816 △158,116

合　　　計 864,424 713,881 △150,542

 

２　時価評価されていない主な有価証券の内容

内　　　容 連結貸借対照表計上額（千円）

その他有価証券

　　　　　　非上場株式
1,800

合 　　 計 1,800

 

３　その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額

 
１年以内
（千円）

１年超５年以内
（千円）

５年超10年以内
（千円）

10年超
（千円）

　その他 － 100,000 － －

合計 － 100,000 － －
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当連結会計年度(平成21年３月31日)

１ その他有価証券で時価のあるもの

種　　　類
取得原価
（千円）

連結貸借対照表計上額
（千円）

差　額
（千円）

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えるもの

(1) 株式 － － －

(2) 債券 － － －

(3) その他 300,000 304,110 4,110

 小　計 300,000 304,110 4,110

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えないもの

(1) 株式 36,489 33,152 △3,336

(2) 債券 － － －

(3) その他 454,606 409,830 △44,775

 小　計 491,095 442,983 △48,112

合　　　計 791,095 747,093 △44,002

 

２　時価評価されていない主な有価証券の内容

内　　　容 連結貸借対照表計上額（千円）

その他有価証券

　　　　　　非上場株式

 　　　　　 ＭＭＦ

 

1,800

　　　　　　　　　　　10,035 

合 　　 計 11,835

 

３　その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額

 
１年以内
（千円）

１年超５年以内
（千円）

５年超10年以内
（千円）

10年超
（千円）

　その他 － 47,280 － －

合計 － 47,280 － －

 

 

（デリバティブ取引関係）

　前連結会計年度（自 平成19年４月１日　至 平成20年３月31日）

　当社グループはデリバティブ取引を全く利用していないため、該当事項はありません。

 

　当連結会計年度（自 平成20年４月１日　至 平成21年３月31日）

　当社グループはデリバティブ取引を全く利用していないため、該当事項はありません。
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（退職給付関係）

１．採用している退職給付制度の概要

　　　適格年金：平成６年４月１日から退職金制度の一部について適格退職年金制度を採用しております。

　　　退職一時金：退職金規程に基づく退職一時金制度を採用しております。

 

２．退職給付債務に関する事項

 
前連結会計年度

（平成20年３月31日）
当連結会計年度

（平成21年３月31日）

(1)退職給付債務（千円） 123,153 138,152

(2)年金資産（千円） 112,989 129,221

 (3)前払年金費用（千円） － －

(4)退職給付引当金(1)-(2)+(3)（千円） 10,163 8,931

 

３．退職給付費用に関する事項

 
前連結会計年度

（自 平成19年４月１日
至 平成20年３月31日）

当連結会計年度
（自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日）

退職給付費用         

(1)勤務費用（千円） 14,264 15,834

 

４．当社は、退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しております。
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（ストック・オプション等関係）

前連結会計年度（自 平成19年４月１日　至 平成20年３月31日）

１．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

(1）ストック・オプションの内容

 
平成17年

ストック・オプション

付与対象者の区分及び数

　　　当社取締役　　 6名

　　　当社監査役　　 2名

　　　当社従業員　 151名

ストック・オプション数 　　　普通株式　　216,400株

付与日 　　　平成17年３月25日

権利確定条件   権利行使時において、当社の役員又は従業員の地位にあることを要する。

対象勤務期間  対象勤務期間の定めはありません。

権利行使期間   自　平成19年３月26日　至　平成27年３月25日

 （注）ストック・オプション数は株式数に換算して記載しております。

　　　 なお、上記に記載されておりますストック・オプション数は、平成19年４月１日付株式分割（株式１株を株式２

　　 株）による分割後の株式数に換算して記載しております。

 

(2）ストック・オプションの規模及びその変動状況

　当連結会計年度において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプションの数については、株式

数に換算して記載しております。

①　ストック・オプションの数

 
平成17年

ストック・オプション

権利確定前　　　　　　（株）  

前連結会計年度末 －

付与 －

失効 －

権利確定 －

未確定残 －

権利確定後　　　　　　（株）  

前連結会計年度末 47,300

(平成19年4月１日付株式分割後) (94,600)

権利確定 －

権利行使 5,600

失効 －

未行使残 89,000

 （注）上記に記載されておりますストック・オプション数は、平成19年４月１日付株式分割（株式１株を株式２株）に

       よる分割後の株式数に換算して記載しております。

②　単価情報

 
平成17年

ストック・オプション

権利行使価格　　　　　　（円） 500

行使時平均株価　　　　　（円） 1,697

公正な評価単価（付与日）（円） －

 （注）上記に記載しております権利行使価格については、平成19年４月１日付株式分割（株式１株を株式２株）による

　　　 権利行使価格の調整を行っております。
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当連結会計年度（自 平成20年４月１日　至 平成21年３月31日）

１．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

(1）ストック・オプションの内容

 
平成17年

ストック・オプション

付与対象者の区分及び数

　　　当社取締役　　 6名

　　　当社監査役　　 2名

　　　当社従業員　 151名

ストック・オプション数 　　　普通株式　　216,400株

付与日 　　　平成17年３月25日

権利確定条件   権利行使時において、当社の役員又は従業員の地位にあることを要する。

対象勤務期間  対象勤務期間の定めはありません。

権利行使期間   自　平成19年３月26日　至　平成27年３月25日

 （注）ストック・オプション数は株式数に換算して記載しております。

　　　 なお、上記に記載されておりますストック・オプション数は、平成19年４月１日付株式分割（株式１株を株式２

　　 株）による分割後の株式数に換算して記載しております。

 

(2）ストック・オプションの規模及びその変動状況

　当連結会計年度において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプションの数については、株式

数に換算して記載しております。

①　ストック・オプションの数

 
平成17年

ストック・オプション

権利確定前　　　　　　（株）  

前連結会計年度末 －

付与 －

失効 －

権利確定 －

未確定残 －

権利確定後　　　　　　（株）  

前連結会計年度末 89,000

権利確定 －

権利行使 －

失効 3,200

未行使残 85,800

 

　②　単価情報

 
平成17年

ストック・オプション

権利行使価格　　　　　　（円） 500

行使時平均株価　　　　　（円） －

公正な評価単価（付与日）（円） －
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（税効果会計関係）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 
前連結会計年度

（平成20年３月31日）
 

当連結会計年度
（平成21年３月31日）

（繰延税金資産） （千円） （千円）

賞与引当金損金算入限度超過額 42,867 48,311

未払事業税 9,440 8,081

未払金 5,449 6,024

退職給付引当金損金算入限度超過額 4,105 3,608

減価償却費超過額 2,806 894

ソフトウエア償却限度超過額 185,116 102,710

役員退職慰労引当金 39,789 44,034

投資有価証券評価損 7,450 63,823

その他有価証券評価差額金 60,819 17,777

繰越欠損金 5,932 9,542

その他 27,115 2,860

　　小計 390,894 307,668

評価性引当額 △45,722 △53,576

繰延税金資産合計 345,171 254,091

 

繰延税金資産は、連結貸借対照表の以下の項目に含まれております。

 
前連結会計年度

（平成20年３月31日）
 

当連結会計年度
（平成21年３月31日）

 （千円） （千円）

流動資産－繰延税金資産 71,695 65,277

固定資産－繰延税金資産 273,476 188,813

 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となった主

要な項目別の内訳

 
前連結会計年度

（平成20年３月31日）
 

当連結会計年度
（平成21年３月31日）

法定実効税率 40.4％  40.4％

（調整）    

交際費等永久に損金に算入されない項目 　 4.0％  4.0％

住民税均等割 　 3.8％  3.6％

のれん償却額 －％  1.6％ 

繰越欠損金 △0.3％  1.0％ 

評価性引当額 　 0.8％  2.6％ 

過年度法人税等 　3.7％  －％

その他 　　0.7％  1.6％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 　　53.1％  54.8％
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（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

　最近２連結会計年度の事業の種類別セグメント情報は次のとおりであります。

　前連結会計年度（自 平成19年４月１日　至 平成20年３月31日）

 
ソフトウェア
事業(千円)

介護サービス
事業(千円)

ＡＳＰ事業
(千円)

計(千円)
消去又は
全社(千円)

連結(千円)

Ⅰ　売上高及び営業損益       

売上高       

(1)外部顧客に対する売上高 3,512,686107,001130,3093,749,996 － 3,749,996

(2)セグメント間の内部売上高

又は振替高
120 － 5,044 5,164△5,164 －

計 3,512,806107,001135,3533,755,161△5,1643,749,996

営業費用 2,999,513118,259133,3523,251,125166,2133,417,339

営業利益又は営業損失(△) 513,292△11,2572,000 504,035△171,378332,657

Ⅱ　資産、減価償却費

及び資本的支出
      

資産 1,860,81515,01279,1541,954,9822,098,0834,053,065

減価償却費 41,799 353 28,248 70,401 － 70,401

資本的支出 601,3101,39610,626613,333 － 613,333

　（注）１．製品・サービスの系列及び市場の類似性を考慮して区分しております。

２．各区分に属する主要な製品

事業区分 主　要　製　品

ソフトウェア事業
介護保険支援事業者向けパッケージ業務ソフトウェア、医療機関向けパッケージ業務ソフト

ウェア、福祉施設向けパッケージ業務ソフトウェア

介護サービス事業 介護保険の要介護者支援、介護保険の介護サービス

ＡＳＰ事業
介護保険の支援事業者・サービス事業者向けのインターネットを利用したＡＳＰシステムの

利用

３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は171,378千円であり、主に本社の管

理部門に係わる費用です。

４．資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は、2,098,083千円であり、その主なものは、当社で

の余資運用資金（現金及び投資有価証券）であります。

 　　　 ５．追加情報

 　　　　　 「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」４．(2)②に記載のとおり、当連結会計年度より、市場販売

目的のソフトウェアの製品マスターの機能の改良・強化を行なうための製作費は、従来の費用処理する方法

から資産計上する方法に変更しております。この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べて「ソフト

ウェア事業」の営業費用は、149,738千円減少し、営業利益が同額増加しております。
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　当連結会計年度（自 平成20年４月１日　至 平成21年３月31日）

 
ソフトウェア
事業(千円)

介護サービス
事業(千円)

ＡＳＰ事業
(千円)

計(千円)
消去又は
全社(千円)

連結(千円)

Ⅰ　売上高及び営業損益       

売上高       

(1)外部顧客に対する売上高 3,865,43376,143198,5854,140,162 － 4,140,162

(2)セグメント間の内部売上高

又は振替高
510 － 8,235 8,745△8,745 －

計 3,865,94376,143206,8214,148,908△8,7454,140,162

営業費用 3,012,27381,357166,2663,259,897168,2973,428,195

営業利益又は営業損失(△) 853,670△5,21340,554889,010△177,043711,967

Ⅱ　資産、減価償却費

及び資本的支出
      

資産 2,284,04425,878116,5302,426,4531,809,4034,235,857

減価償却費 123,5231,66234,003159,188 － 159,188

資本的支出 447,136 － 75,697522,833 － 522,833

　（注）１．製品・サービスの系列及び市場の類似性を考慮して区分しております。

２．各区分に属する主要な製品

事業区分 主　要　製　品

ソフトウェア事業
介護保険支援事業者向けパッケージ業務ソフトウェア、医療機関向けパッケージ業務ソフト

ウェア、福祉施設向けパッケージ業務ソフトウェア

介護サービス事業 介護保険の要介護者支援、介護保険の介護サービス

ＡＳＰ事業
介護保険の支援事業者・サービス事業者向けのインターネットを利用したＡＳＰシステムの

利用

３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は177,043千円であり、主に本社の管

理部門に係わる費用です。

４．資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は、1,809,403千円であり、その主なものは、当社で

の余資運用資金（現金及び投資有価証券）であります。

　 　　 ５．会計方針の変更

　　　　　（棚卸資産の評価に関する会計基準）

　　　　　　「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」４．(1)②に記載のとおり、当連結会計年度より「棚卸資産

の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号　平成18年７月５日公表分）を適用しております。また、商

品については、商品販売の増加により、商品在庫の金額的重要性が増してきたことから期間損益計算の適正

化を図るため、先入先出法による原価法に変更しております。この変更がセグメント情報に与える影響は軽

微であります。 

　　　　　（リース取引に関する会計基準）

　　　　　　「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」に記載のとおり、当連結会計年度より「リース取引に

関する会計基準」（企業会計基準第13号（平成５年６月17日（企業会計審議会第一部会）、平成19年３月30

日改正））及び「リース取引に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第16号（平成６年１

月18日（日本公認会計士協会　会計制度委員会）、平成19年３月30日改正））を適用しております。この変更

がセグメント情報に与える影響は軽微であります。
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【所在地別セグメント情報】

前連結会計年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

　本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がないため、該当事項はありません。

当連結会計年度（自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日）

　本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がないため、該当事項はありません。

 

【海外売上高】

前連結会計年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

海外売上高がないため該当事項はありません。

当連結会計年度（自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日）

海外売上高がないため該当事項はありません。

 

【関連当事者情報】

 前連結会計年度（自 平成19年４月１日　至 平成20年３月31日）

属性
会社等の名
称

住所
資本金又
は出資金
(百万円)

事業の内
容又は職
業

議決権等の
所有（被所
有）割合
（％）

関係内容

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)

役員の兼
任等
（人）

事業上の
関係

 役員及び

その近親者

が議決権の

過半数を所

有している

会社等

 医療法人

社団公徳会

  山形県

  南陽市
22

 病院経

営・介護

福祉施設

経営

 当社取締役

佐藤廣志及

びその近親

者が97.8％

を直接所有

1

 当社ソ

フトウェ

アの購入

 当社製品

の販売
1 　 － －

（注）１．上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。

      ２．取引条件及び取引条件の決定方針等

　　　　　上記法人への当社製品の販売については、市場価格を参考に決定しております。

 

 当連結会計年度（自 平成20年４月１日  至 平成21年３月31日）

（追加情報）

　当連結会計年度より、「関連当事者の開示に関する会計基準」（企業会計基準第11号　平成18年10月17日）及び「関連当

事者の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第13号　平成18年10月17日）を適用しております。

　なお、これによる開示対象範囲の変更はありません。 

 

 役員及び個人主要株主等 

種類
会社等の名
称又は氏名

所在地
資本金又
は出資金
(百万円)

事業の内容
又は職業

議決権等の所
有（被所有）
割合
（％）

関連当事者と

の関係　

 

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)

 役員及び

その近親者

が議決権の

過半数を所

有している

会社等主要

株主

 医療法人

社団公徳会

  山形県

  南陽市
22

 病院経営・

介護福祉施

設経営

 当社取締役佐

藤廣志及びそ

の近親者が

97.8％を直接

所有

当社ソフト

ウェアの購入

役員の兼務 

 当社製品

の販売
20　売掛金 20

　（注）１．上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。

２．取引条件及び取引条件の決定方針等

上記法人への当社製品の販売については、市場価格を参考に決定しております。

 

（企業結合）

    該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

前連結会計年度
（自 平成19年４月１日
至 平成20年３月31日）

当連結会計年度
（自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日）

１株当たり純資産額 680円69銭

１株当たり当期純利益金額 46円66銭

潜在株式調整後1株当たり当期純利益金額 46円06銭

１株当たり純資産額 716円50銭

１株当たり当期純利益金額 43円34銭

潜在株式調整後1株当たり当期純利益金額 43円22銭

　当社は、平成19年４月１日付で１株につき２株の株式分割

を行っております。なお、当該株式分割が前期首に行われた

と仮定した場合の１株当たり情報については、それぞれ以

下のとおりとなります。

前連結会計年度
 １株当たり純資産額
　　　　　　　697円87銭
 １株当たり当期純利益金額
 　　　　　　120円82銭
 潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額
　　　　　　　118円10銭

 

 
 

　（注）１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は以下のとおりであり

ます。

項目
前連結会計年度

（自 平成19年４月１日
至 平成20年３月31日）

当連結会計年度
（自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日）

１株当たり当期純利益金額   

　当期純利益（千円） 156,133 149,475

　普通株主に帰属しない金額（千円） － －

　普通株式に係る当期純利益（千円） 156,133 149,475

　普通株式の期中平均株式数（株） 3,346,297 3,449,014

   

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額   

　当期純利益調整額（千円） － －

  普通株式増加数（株） 43,591 13,088

  （うち新株予約権） (43,591) (13,088)

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後

１株当たり当期純利益金額の算定に含まれ

なかった潜在株式の概要

 　　　　　──────  　　　　　──────
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（重要な後発事象）

前連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

　当社は、システムセンターの建屋増改築を行い本社をシス

テムセンターに集約・統合いたしました。これに伴い、平成

20年５月29日開催の取締役会において旧本社の土地、建物

を譲渡することを決議し、平成20年５月31日に譲渡契約を

締結いたしました。

 

　

 

　　　　　　　　　───────

 

１．譲渡資産の内容

　　　所在地：山形県南陽市漆山1306番地７号

　　　譲渡物権：土地3349.56㎡、建物及び構築物等

　　　帳簿価額：120,486千円

　　　譲渡価額：100,000千円

　　　譲渡損失： 約20百万円

 

 

２．譲渡先

　　　商号：廣谷建設株式会社

　　　所在地：山形県南陽市池黒1158番地３号

 

 

３．譲渡の日程

　　　平成20年５月31日譲渡契約を締結

　　　平成20年８月31日引渡し

 

 

４．当該事象で損益に与える影響額

　この譲渡に伴う固定資産売却損は約20百万円を平成

21年３月期において特別損失に計上する予定でありま

す。
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⑤【連結附属明細表】

【社債明細表】

　　　　　該当事項はありません。

 

【借入金等明細表】

区　　　分
前期末残高
（千円）

当期末残高
（千円）

平均利率
（％）

返済期限

短期借入金 60,000 50,000 1.875 －

一年以内に返済予定の長期借入金 12,880 － － －

一年以内に返済予定のリース債務 － 5,495 － －　

長期借入金

（一年以内に返済予定のものを除く）
－ － － －

リース債務

 （一年以内に返済予定のものを除く）
－ 20,804 － 平成23年～平成26年

その他有利子負債 － － － －

合　　計 72,880 76,300 － －

　（注）１．「平均利率」については、借入金等の期末残高に対する加重平均利率を記載しております。

　　　　２．リース債務の平均利率については、リース料総額に含まれる利息相当額を控除する前の金額でリース債務を

連結貸借対照表に計上しているため、記載しておりません。　　　 

　　　　３．リース債務（１年以内に返済予定のものを除く。）の連結決算日後５年間の返済予定額は以下のとおりであ

ります。

区　　　分
１年超２年以内
（千円） 

２年超３年以内
（千円）

３年超４年以内
（千円）

４年超５年以内
（千円） 

リース債務 12,836 5,123 1,152 1,178

 

 

 

（２）【その他】

　当連結会計年度における四半期情報

 

第１四半期

自平成20年４月１日

至平成20年６月30日

第２四半期

自平成20年７月１日

至平成20年９月30日

第３四半期

自平成20年10月１日

至平成20年12月31日

第４四半期

自平成21年１月１日

至平成21年３月31日

売上高（千円） 994,746　 861,596 857,303 1,426,515　　

税金等調整前四半期純利益

金額又は純損失金額　　（千

円）

　　　　　 38,622　 51,053　　 △193,699　　 449,976　

四半期純利益金額又は純損

失金額（千円）
　　　　　　16,826  42,134　 △115,648　 206,162　

１株当たり四半期純利益金

額又は純損失金額（円）
4.85 12.14　 △33.34 59.78　
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２【財務諸表等】
（１）【財務諸表】
①【貸借対照表】

(単位：千円)

前事業年度
(平成20年３月31日)

当事業年度
(平成21年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 781,020 544,445

受取手形 19,324 16,332

売掛金 ※1
 722,967

※1
 1,118,105

商品 10,539 4,336

仕掛品 9,347 10,471

貯蔵品 9,807 9,030

未収入金 28,759 12,530

前払費用 13,789 24,885

繰延税金資産 71,272 62,836

関係会社短期貸付金 － 45,000

その他 1,870 33,848

貸倒引当金 △10,252 △18,622

流動資産合計 1,658,446 1,863,199

固定資産

有形固定資産

建物 662,243 520,021

減価償却累計額 △112,935 △25,883

建物（純額） 549,308 494,138

構築物 38,058 28,292

減価償却累計額 △15,291 △13,469

構築物（純額） 22,766 14,823

車両運搬具 16,624 15,291

減価償却累計額 △15,546 △14,546

車両運搬具（純額） 1,077 744

工具、器具及び備品 63,207 55,104

減価償却累計額 △34,419 △36,613

工具、器具及び備品（純額） 28,788 18,491

土地 107,052 33,856

リース資産 － 30,967

減価償却累計額 － △4,938

リース資産（純額） － 26,029

有形固定資産合計 708,993 588,083

無形固定資産

商標権 2,016 1,716

ソフトウエア 61,817 180,133

ソフトウエア仮勘定 137,469 184,379

電話加入権 1,692 1,692

無形固定資産合計 202,995 367,922
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(単位：千円)

前事業年度
(平成20年３月31日)

当事業年度
(平成21年３月31日)

投資その他の資産

投資有価証券 715,681 758,929

関係会社株式 96,500 122,500

出資金 230 10

保険積立金 54,660 54,660

長期前払費用 12,370 14,038

長期預金 107,330 104,690

繰延税金資産 271,468 184,284

敷金及び保証金 40,529 42,566

投資その他の資産合計 1,298,770 1,281,679

固定資産合計 2,210,760 2,237,685

資産合計 3,869,206 4,100,885

負債の部

流動負債

買掛金 142,167 93,884

リース債務 － 5,495

未払金 186,672 233,775

未払費用 15,585 23,715

未払法人税等 114,178 76,290

未払消費税等 － 58,973

預り金 10,018 10,366

前受収益 610,199 700,815

賞与引当金 105,507 104,732

役員賞与引当金 24,000 24,000

その他 262 35,089

流動負債合計 1,208,592 1,367,139

固定負債

リース債務 － 20,804

退職給付引当金 10,163 8,931

役員退職慰労引当金 98,489 105,355

長期前受収益 180,142 168,731

固定負債合計 288,795 303,822

負債合計 1,497,387 1,670,961
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(単位：千円)

前事業年度
(平成20年３月31日)

当事業年度
(平成21年３月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 754,940 754,940

資本剰余金

資本準備金 712,440 712,440

資本剰余金合計 712,440 712,440

利益剰余金

利益準備金 19,625 19,625

その他利益剰余金

別途積立金 6,000 6,000

繰越利益剰余金 969,084 1,040,887

利益剰余金合計 994,709 1,066,512

自己株式 △547 △77,742

株主資本合計 2,461,542 2,456,149

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △89,723 △26,225

評価・換算差額等合計 △89,723 △26,225

純資産合計 2,371,819 2,429,924

負債純資産合計 3,869,206 4,100,885

EDINET提出書類

エヌ・デーソフトウェア株式会社(E05548)

有価証券報告書

62/88



②【損益計算書】
(単位：千円)

前事業年度
(自　平成19年４月１日
　至　平成20年３月31日)

当事業年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

売上高

ソフトウェア事業売上高 3,250,063 3,714,740

介護サービス事業売上高 107,001 76,143

売上高合計 3,357,065 3,790,884

売上原価

ソフトウェア事業売上原価 ※2
 1,433,957

※2
 1,520,108

介護サービス事業売上原価 13,531 9,486

売上原価合計 1,447,489 1,529,595

売上総利益 1,909,576 2,261,289

販売費及び一般管理費 ※1, ※2
 1,550,507

※1, ※2
 1,551,781

営業利益 359,068 709,507

営業外収益

受取利息 2,279 3,849

受取配当金 32,864 4,893

補助金収入 1,257 －

その他 2,074 1,560

営業外収益合計 38,475 10,303

営業外費用

売上債権売却損 8,227 7,696

事業所再編費用 7,000 －

支払利息 － 627

営業外費用合計 15,227 8,324

経常利益 382,316 711,487

特別利益

固定資産売却益 － ※3
 43

特別利益合計 － 43

特別損失

投資有価証券評価損 18,442 341,801

固定資産除却損 ※4
 3,158

※4
 304

固定資産売却損 － ※5
 21,208

特別損失合計 21,600 363,314

税引前当期純利益 360,715 348,215

法人税、住民税及び事業税 194,046 147,942

法人税等還付税額 － △28,189

法人税等調整額 △17,715 52,577

法人税等合計 176,330 172,330

当期純利益 184,385 175,885
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【売上原価明細書】

  
前事業年度

（自 平成19年４月１日
至 平成20年３月31日）

当事業年度
（自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日）

　　　　　区分 注記番号 金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

ソフトウェア事業      
Ⅰ　材料費  7,712  10,658  
Ⅱ　労務費  717,796  744,103  
Ⅲ　経費 （注）１ 565,936  570,263  
　　　当期総製造費用  1,291,44589.2 1,325,02686.6
　　　仕掛品期首たな卸高  －  9,347 0.6
　　　合計  1,291,445 1,334,373 
　　　仕掛品期末たな卸高  9,347△0.6 10,471△0.7
      他勘定振替高 （注）２ 131,383△9.1 214,551△14.0
　　　当期ソフトウェア等

製造原価
 1,150,714 1,109,351 

　　　商品期首たな卸高  322 0.0 10,467 0.7
　　　ライセンス料  104,2377.2 105,3406.9
　　　当期商品仕入高  189,15113.1 299,22719.6
　　　商品期末たな卸高  10,467△0.7 4,278△0.3
　　　ソフトウェア事業売上原価  1,433,95799.1 1,520,10899.4
介護サービス事業      

商品期首たな卸高  183 0.0 71 0.0
当期商品仕入高  13,419 0.9 9,473 0.6

　　　商品期末たな卸高  71 △0.0 57 △0.0
介護サービス事業売上
原価

 13,531 0.9 9,486 0.6

売上原価  1,447,489100.0 1,529,595100.0

　（注）１．主な内訳は、次のとおりであります。

項　目 前事業年度（千円） 当事業年度（千円）
外注加工費 390,441 354,417
旅費交通費 77,615 76,191
地代家賃 28,778 31,044
通信費 21,747 19,950
リース料 21,276 23,342

　　　　２．他勘定振替高の内訳は以下のとおりであります。

項目 前事業年度（千円） 当事業年度（千円）
ソフトウェア仮勘定 131,383 214,551

合計 131,383 214,551

　　　　　　（原価計算の方法）

　　　　　　　当社の原価計算は、個別原価計算による実際原価計算であります。
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③【株主資本等変動計算書】
(単位：千円)

前事業年度
(自　平成19年４月１日
　至　平成20年３月31日)

当事業年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

株主資本

資本金

前期末残高 687,750 754,940

当期変動額

新株の発行 67,190 －

当期変動額合計 67,190 －

当期末残高 754,940 754,940

資本剰余金

資本準備金

前期末残高 645,250 712,440

当期変動額

新株の発行 67,190 －

当期変動額合計 67,190 －

当期末残高 712,440 712,440

資本剰余金合計

前期末残高 645,250 712,440

当期変動額

新株の発行 67,190 －

当期変動額合計 67,190 －

当期末残高 712,440 712,440

利益剰余金

利益準備金

前期末残高 19,625 19,625

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 19,625 19,625

その他利益剰余金

別途積立金

前期末残高 6,000 6,000

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 6,000 6,000

繰越利益剰余金

前期末残高 916,452 969,084

当期変動額

剰余金の配当 △131,753 △104,082

当期純利益 184,385 175,885

当期変動額合計 52,631 71,803

当期末残高 969,084 1,040,887

EDINET提出書類

エヌ・デーソフトウェア株式会社(E05548)

有価証券報告書

65/88



(単位：千円)

前事業年度
(自　平成19年４月１日
　至　平成20年３月31日)

当事業年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

利益剰余金合計

前期末残高 942,077 994,709

当期変動額

剰余金の配当 △131,753 △104,082

当期純利益 184,385 175,885

当期変動額合計 52,631 71,803

当期末残高 994,709 1,066,512

自己株式

前期末残高 △516 △547

当期変動額

自己株式の取得 △30 △77,195

当期変動額合計 △30 △77,195

当期末残高 △547 △77,742

株主資本合計

前期末残高 2,274,560 2,461,542

当期変動額

新株の発行 134,380 －

剰余金の配当 △131,753 △104,082

当期純利益 184,385 175,885

自己株式の取得 △30 △77,195

当期変動額合計 186,981 △5,392

当期末残高 2,461,542 2,456,149

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

前期末残高 6,102 △89,723

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△95,826 63,497

当期変動額合計 △95,826 63,497

当期末残高 △89,723 △26,225

評価・換算差額等合計

前期末残高 6,102 △89,723

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△95,826 63,497

当期変動額合計 △95,826 63,497

当期末残高 △89,723 △26,225
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(単位：千円)

前事業年度
(自　平成19年４月１日
　至　平成20年３月31日)

当事業年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

純資産合計

前期末残高 2,280,663 2,371,819

当期変動額

新株の発行 134,380 －

剰余金の配当 △131,753 △104,082

当期純利益 184,385 175,885

自己株式の取得 △30 △77,195

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △95,826 63,497

当期変動額合計 91,155 58,105

当期末残高 2,371,819 2,429,924
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【重要な会計方針】

項目
前事業年度

（自 平成19年４月１日
至 平成20年３月31日）

当事業年度
（自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日）

１．有価証券の評価基準及び

評価方法

(1）子会社株式及び関連会社株式

　　移動平均法に基づく原価法

(1）子会社株式及び関連会社株式

同左

 (2）その他有価証券

　　時価のあるもの

決算日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部純資産直入法によ

り処理し、売却原価は、移動平均法に

より算定している）

(2）その他有価証券

　　時価のあるもの

同左

 　　時価のないもの

移動平均法による原価法

　　時価のないもの

同左

２．たな卸資産の評価基準及

び評価方法

商品及び貯蔵品

　最終仕入原価法

商品

　先入先出法による原価法(貸借対照表価

額は収益性の低下に基づく簿価切下げの

方法により算定)を採用しております。

 貯蔵品

最終仕入原価法 

 仕掛品

個別法による原価法 

仕掛品

個別法による原価法 (貸借対照表価額

は収益性の低下に基づく簿価切下げの

方法により算定)を採用しております。

（会計方針の変更） 

当事業年度より「棚卸資産の評価に関す

る会計基準」（企業会計基準第９号　平

成18年７月５日公表分）を適用しており

ます。また、商品については、商品販売の

増加により、商品在庫の金額的重要性が

増してきたことから期間損益計算の適正

化を図るため、先入先出法による原価法

に変更しております。　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　この変更が損益に与え

る影響は軽微であります

３．固定資産の減価償却の方

法

① 有形固定資産

定率法　ただし、平成10年4月1日以降に

取得した建物（建物附属設備は除く。）

については定額法

なお、主な耐用年数は以下のとおりであ

ります。

　　　　建物　　　　　　　13～50年

　　　　構築物　　　　　　15～20年

　　　　車両運搬具　　　　４～６年

　　　　工具器具及び備品　３～10年

① 有形固定資産（リース資産を除く）

　定率法　ただし、平成10年4月1日以降に取

得した建物（建物附属設備は除く。）に

ついては定額法

なお、主な耐用年数は以下のとおりであ

ります。

　　　　建物　　　　　　　13～50年

　　　　構築物　　　　　　15～20年

　　　　車両運搬具　　　　４～６年

　　　　工具器具及び備品　３～10年

  　（会計方針の変更）

　法人税法の改正に伴い、当事業年度よ

り平成19年４月１日以降に取得した有

形固定資産について、改正後の法人税

法に基づく減価償却の方法に変更して

おります。

　この変更が損益に与える影響は軽微

であります。 
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項目
前事業年度

（自 平成19年４月１日
至 平成20年３月31日）

当事業年度
（自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日）

 　  （追加情報）

  法人税法の改正に伴い、平成19年３

月31日以前に取得した資産について

は、改正前の法人税法に基づく減価償

却の方法の適用により取得価額の５％

に到達した事業年度の翌事業年度よ

り、取得価額の５％相当額と備忘価額

との差額を５年間にわたり均等償却

し、減価償却費に含めて計上しており

ます。

　これによる損益に与える影響は軽微

であります。

　　　  
 

 ② 無形固定資産

市場販売目的のソフトウエアについて

は、販売開始後３年以内の見込販売収益

に基づく減価償却額と残存有効期間に

基づく均等配分額を比較し、いずれか大

きい額を計上しております。

自社利用のソフトウエアについては、社

内における利用可能期間（５年間）に

基づく定額法で行っております。

② 無形固定資産（リース資産を除く）

市場販売目的のソフトウエアについて

は、販売開始後３年以内の見込販売収益

に基づく減価償却額と残存有効期間に

基づく均等配分額を比較し、いずれか大

きい額を計上しております。

自社利用のソフトウエアについては、社

内における利用可能期間（５年間）に

基づく定額法で行っております。　  

 （追加情報）

　市場販売目的のソフトウエアの製品

マスターの機能の改良・強化を行うた

めの制作費は、従来費用として処理し

ておりましたが、当事業年度から資産

に計上する方法に変更しております。

　この変更は、原価計算規程の整備に

よって開発プロジェクト単位でのソフ

トウエア制作にかかる費用の区分を明

確にしたこと及び新業務管理システム

の導入による原価計算の精度の向上に

よるものであります。 

　この結果、従来の方法によった場合に

比べて当事業年度の営業利益、経常利

益及び税引前当期純利益は、それぞれ

131,383千円増加しております。

 

 　　　　　　　　――――― ③ リース資産

 　リース期間を耐用年数とし、残存価額

 を零とする定額法を採用しております。

 　なお、所有権移転外ファイナンス・リ　　　

　　ース取引のうち、リース取引開始日が平

成20年３月31日以前のリース取引につい

ては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じ

た会計処理によっております。 

 ④ 長期前払費用

　　定額法

④ 長期前払費用

同左
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項目
前事業年度

（自 平成19年４月１日
至 平成20年３月31日）

当事業年度
（自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日）

４．引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失の発生に備え

るため、一般債権については貸倒実績

率により、貸倒懸念債権等特定の債権

については個別に回収可能性を勘案

し、回収不能見込額を計上しておりま

す。

(1) 貸倒引当金

同左

 (2) 賞与引当金

従業員に対して支給する賞与の支出に

充てるため、支給見込額に基づき計上

しております。

(2) 賞与引当金

同左

 (3) 役員賞与引当金

役員の賞与の支給に備えるため、当事

業年度における支給見込額に基づき計

上しております。

(3) 役員賞与引当金

同左

 (4) 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当事

業年度末における退職給付債務及び年

金資産の見込額に基づき計上しており

ます。

(4）退職給付引当金

同左

 (5）役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支出に備えるた

め、内規に基づく期末要支給額を計上

しております。

(5）役員退職慰労引当金

同左

５．リース取引の処理方法 　リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引については、通常の賃貸借取引に係

る方法に準じた会計処理によっておりま

す。

 

　　　　　　　──────

６．その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項

(1) 消費税等の会計処理

税抜方式によっております。

(1) 消費税等の会計処理

同左
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【会計処理方法の変更】

前事業年度
（自 平成19年４月１日
至 平成20年３月31日）

当事業年度
（自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日）

────── （リース取引に関する会計基準）

　所有権移転外ファイナンスリース取引については、従来、

賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっておりま

したが、当事業年度より「リース取引に関する会計基準」

（企業会計基準第13号（平成５年６月17日（企業会計審

議会第一部会）、平成19年３月30日改正））及び「リース

取引に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用

指針第16号（平成６年１月18日（日本公認会計士協会　会

計制度委員会）、平成19年３月30日改正））を適用し、通

常の売買取引に係る方法に準じた会計処理によっており

ます。

　なお、リース取引開始日が適用初年度開始前の所有権移

転外ファイナンスリース取引については、引き続き通常の

賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を適用しており

ます。

　この変更が、 営業利益、経常利益及び税引前当期純利益

に与える影響は軽微であります。

 

【表示方法の変更】

前事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当事業年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

（貸借対照表）

　「長期性預金」は、前事業年度まで、投資その他の

資産の「その他」に含めて表示しておりましたが、当事業

年度において、資産の総額の100分の１を超えたため区分

掲記しました。　なお、前事業年度末の「長期性預金」は

3,280千円であります。

 

　　　　　　　　　──────　
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【注記事項】

（貸借対照表関係）

前事業年度
（平成20年３月31日）

当事業年度
（平成21年３月31日）

※１　売上債権流動化に伴う遡及義務は、7,203千円であり

ます。

※１　売上債権流動化に伴う遡及義務は、5,913千円であり

ます。

　２　偶発債務

 　　　 次の関係会社について、金融機関からの借入に対し債

務保証を行っております。

　２　偶発債務

 　　　 次の関係会社について、金融機関からの借入に対し債

務保証を行っております。

保証先 金額(千円) 内容
 (株)ネットウィン 60,000  借入債務

保証先 金額(千円) 内容
 (株)ネットウィン 50,000  借入債務

 

（損益計算書関係）

前事業年度

（自 平成19年４月１日

至 平成20年３月31日）

当事業年度

（自 平成20年４月１日

至 平成21年３月31日）

※１　販売費に属する費用のおおよその割合は51.0％、一般

管理費に属する費用のおおよその割合は49.0％であり

ます。

　　　主要な費目及び金額は次のとおりであります。

※１　販売費に属する費用のおおよその割合は46.7％、一般

管理費に属する費用のおおよその割合は53.3％であり

ます。

　　　主要な費目及び金額は次のとおりであります。

旅費交通費 128,337千円

役員報酬  64,164千円

給料手当 504,046千円

賞与 91,084千円

法定福利費 99,073千円

支払手数料 80,162千円

役員賞与引当金繰入額 24,000千円

賞与引当金繰入額 56,064千円

貸倒引当金繰入額 9,667千円

減価償却費 18,776千円

退職給付費用 7,070千円

役員退職慰労引当金繰入額 6,915千円

消耗品費 56,536千円

旅費交通費 121,635千円

役員報酬 64,156千円

給料手当 529,928千円

賞与 91,044千円

法定福利費 102,001千円

支払手数料 87,264千円

役員賞与引当金繰入額 24,000千円

賞与引当金繰入額 51,447千円

貸倒引当金繰入額 10,580千円

減価償却費 25,922千円

退職給付費用 8,417千円

役員退職慰労引当金繰入額 6,865千円

ソフトウェア償却費 35,134千円

※２　一般管理費及びソフトウェア事業売上原価に含まれ

る研究開発費は、190,314千円であります。

※２　一般管理費及びソフトウェア事業売上原価に含まれ

る研究開発費は、148,267千円であります。

※３　　　　　　 　　――――― ※３　固定資産売却益の内容は、次のとおりであります。

 
車両運搬具 43千円

計 43千円

※４　固定資産除却損の内容は、次のとおりであります。 ※４　固定資産除却損の内容は、次のとおりであります。

建物        1,485千円

車両運搬具 153千円

工具器具及び備品 856千円

ソフトウェア 661千円

計         3,158千円

工具器具及び備品 178千円

ソフトウェア 126千円

計 304千円

 

※５　　　　　　　　 ――――― ※５　固定資産売却損の内容は、次のとおりであります。

 

建物 12,688千円

構築物 565千円

工具器具備品 158千円

土地 7,796千円

計 21,208千円
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（株主資本等変動計算書関係）

前事業年度（自 平成19年４月１日　至 平成20年３月31日）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前事業年度末株式
数（株）

当事業年度増加株
式数（株）

当事業年度減少株
式数（株）

当事業年度末株式
数（株）

普通株式 80 120 － 200

合計 80 120 － 200

 　（注）普通株式の自己株式数の増加120株は、株式分割によるもの80株及び単元未満株式の買取によるもの40株であり

ます。

 

当事業年度（自 平成20年４月１日　至 平成21年３月31日）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前事業年度末株式
数（株）

当事業年度増加株
式数（株）

当事業年度減少株
式数（株）

当事業年度末株式
数（株）

普通株式 200 129,200 － 129,400

合計 200 129,200 － 129,400

 　（注）普通株式の自己株式数の増加129,200株は、取締役会決議による自己株式の取得による増加であります。 
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（リース取引関係）

前事業年度
（自 平成19年４月１日
至 平成20年３月31日）

当事業年度
（自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日）

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以

外のファイナンス・リース取引

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

及び期末残高相当額

ファイナンスリース取引

　所有権移転外ファイナンス・リース

　(1)リース資産の内容

　　有形固定資産

　　　主として、ソフトウェア事業における器具・備品

　　(工具器具及び備品)であります。

　　無形固定資産

　　　ソフトウェアであります。

　(2)リース資産の減価償却の方法

　　　重要な会計方針「３．固定資産の減価償却の方法」　　　

　　に記載のとおりであります。

　　　なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のう

　　ち、リース取引開始日が、平成20年３月31日以前のリ

　　ース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に　

　　準じた会計処理によっており、その内容は以下のとお　

　　りであります。

　①リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及

び期末残高相当額

 
取得価額相
当額
（千円）

減価償却累
計額相当額
（千円）

期末残高相
当額
（千円）

工具器具
及び備品

152,747 43,981108,766

ソフトウエア 10,348 8,049 2,299
合計 163,096 52,030111,066

 
取得価額相
当額
（千円）

減価償却累
計額相当額
（千円）

期末残高相
当額
（千円）

工具器具
及び備品

134,074 54,03980,035

ソフトウエア 5,083 4,151 932
合計 139,158 58,19080,967

  

２．未経過リース料期末残高相当額 　②未経過リース料期末残高相当額

１年内 29,696千円

１年超        82,582千円

合計         112,278千円

１年内 22,649千円

１年超 59,932千円

合計 82,582千円

  

３．支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額 　③支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額

支払リース料 27,729千円

減価償却費相当額 25,890千円

支払利息相当額 1,941千円

支払リース料 32,220千円

減価償却費相当額 30,098千円

支払利息相当額 2,524千円

  

４．減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法によっております。

　④減価償却費相当額の算定方法

　　　同左

  

５．利息相当額の算定方法

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額

を利息相当額とし、各期への配分方法については、利息

法によっております。

　⑤利息相当額の算定方法

　　　同左

（減損損失について）

　リース資産に配分された減損損失はありません。

（減損損失について）

　　　　 　同左

 

 

（有価証券関係）

　前事業年度（自 平成19年４月１日　至 平成20年３月31日）

　　子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。

 

　当事業年度（自 平成20年４月１日　至 平成21年３月31日）

　　子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。
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（税効果会計関係）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 
前事業年度

（平成20年３月31日）
 

当事業年度
（平成21年３月31日）

 （千円） （千円）

（繰延税金資産）    

賞与引当金損金算入限度超過額 42,625 47,584

未払事業税 9,260 6,367

未払金 5,449 6,024

退職給付引当金損金算入限度超過額 4,105 3,608

ソフトウエア償却限度超過額 185,116 98,181

役員退職慰労引当金 39,789 42,563

投資有価証券評価損 7,450 63,823

その他有価証券評価差額金 60,819 17,777

その他 27,914 3,754

　　小計 382,530 289,684

評価性引当額 △39,789 △42,563

繰延税金資産合計 342,741 247,121

 

繰延税金資産は、貸借対照表の以下の項目に含まれております。

 
前事業年度

（平成20年３月31日）
 

当事業年度
（平成21年３月31日）

 （千円） （千円）

流動資産－繰延税金資産 71,272 62,836

固定資産－繰延税金資産 271,468 184,284

 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となった主

要な項目別の内訳

 
前事業年度

（平成20年３月31日）
 

当事業年度
（平成21年３月31日）

法定実効税率 40.4％ 40.4％

（調整）    

交際費等永久に損金に算入されない項目 3.7％  　 4.0％

住民税均等割 3.2％  　 3.4％

評価性引当額 0.8％  　 0.8％ 

その他 　0.8％  　　 0.9％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 48.9％ 　　49.5％
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（１株当たり情報）

前事業年度
（自 平成19年４月１日
至 平成20年３月31日）

当事業年度
（自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日）

１株当たり純資産額 683円64銭

１株当たり当期純利益金額 55円10銭

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額 54円39銭

１株当たり純資産額 727円48銭

１株当たり当期純利益金額 51円00銭

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額 50円85銭

　当社は、平成19年４月１日付で１株につき２株の株式分割

を行っております。なお、当該株式分割が前期首に行われた

と仮定した場合の１株当たり情報については、それぞれ以

下のとおりとなります。

前事業年度
 １株当たり純資産額
　　　　　　　692円40銭
 １株当たり当期純利益金額
 　　　　　　115円18銭
 潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額
　　　　　　　112円58銭

 

 
 

　（注）１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は以下のとおりであり

ます。

項目
前事業年度

（自 平成19年４月１日
至 平成20年３月31日）

当事業年度
（自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日）

　１株当たり当期純利益金額   

当期純利益（千円） 184,385 175,885

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る当期純利益（千円） 184,385 175,885

普通株式の期中平均株式数（株） 3,346,297 3,449,014

   

　潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額   

当期純利益調整額（千円） － －

普通株式増加数（株） 43,591 13,088

 （うち新株予約権） (43,591) (13,088)

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１

株当たり当期純利益金額の算定に含まれな

かった潜在株式の概要

 　　　　　─────  　　　　　─────
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（重要な後発事象）

前事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当事業年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

　当社は、システムセンターの建屋増改築を行い本社をシス

テムセンターに集約・統合いたしました。これに伴い、平成

20年５月29日開催の取締役会において旧本社の土地、建物

を譲渡することを決議し、平成20年５月31日に譲渡契約を

締結いたしました。

 

　

 

 　　　　　　　　 ────────

 

１．譲渡資産の内容

　　　所在地：山形県南陽市漆山1306番地７号

　　　譲渡物権：土地3349.56㎡、建物及び構築物等

　　　帳簿価額：120,486千円

　　　譲渡価額：100,000千円

　　　譲渡損失： 約20百万円

 

２．譲渡先

　　　商号：廣谷建設株式会社

　　　所在地：山形県南陽市池黒1158番地３号

 

 

３．譲渡の日程

　　　平成20年５月31日譲渡契約を締結

　　　平成20年８月31日引渡し

 

４．当該事象で損益に与える影響額

　この譲渡に伴う固定資産売却損は約20百万円を平成

21年３月期において特別損失に計上する予定でありま

す。
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④【附属明細表】

【有価証券明細表】

【株式】

投資有価証券 その他有価証券

銘柄
株　式　数
（株）

貸借対照表計上額
（千円）

㈱きらやかホールディングス 91,250 7,938

㈱三菱ＵＦＪフィナンシャル・

グループ
14,000 6,664

㈱山形銀行 28,444 13,368

㈱T&Dホールディングス 2,200 5,181

㈱好生 20 1,000

㈱ユニテックス 10 500

おきたま親和会 6 300

計 135,930 34,952

 

【その他】

投資有価証券 その他有価証券

種類及び銘柄
投資口数等
（口）

貸借対照表計上額
（千円）

(投資信託受益証券)

荘内銀行 フォルティス満天星

05-12
50,000,000 26,070

  荘内銀行 PRU春一番2007 50,000,000 21,210

  きらやか銀行 財産３分法ファ

ンド 
79,538,082 55,915

 きらやか銀行 グローバル不動

産投信
97,258,881 23,633

  山形銀行 GS新成長国債券F 87,794,186 54,941

  山形銀行 三菱UFJ外国債券 87,955,564 85,264

  スルガ銀行 ピクテ・グローバル

・インカム
90,467,129 50,471

  七十七銀行 ゴールドマン・サッ

クス
73,486,790 23,104

　野村證券　ノムラオールインワン

ファンド
91,043,074 56,410

　野村證券 中国株0812 30,000 304,110

　新庄信用金庫 日生勝組ファンド 29,139,353 12,809

　新光証券　新光ＭＭＦ 10,035,994 10,035

計 746,749,053 723,976
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【有形固定資産等明細表】

資産の種類
前期末残高
（千円）

当期増加額
（千円）

当期減少額
（千円）

当期末残高
（千円）

当期末
減価償却累計額
又は償却累計額
（千円）

当期償却額
（千円）

差引
当期末残高
（千円）

有形固定資産                             

建物 662,243 2,152 144,375520,021 25,883 11,902 494,138

構築物 38,058 － 9,765 28,292 13,469 5,918 14,823

車両運搬具 16,624 － 1,332 15,291 14,546 266 744

工具器具及び備品 63,207 2,221 10,324 55,104 36,613 11,773 18,491

土地 107,052 － 73,196 33,856 － － 33,856

リース資産 － 30,967 － 30,967 4,938 4,938 26,029

有形固定資産計 887,187 35,341 238,993683,535 95,451 34,798 588,083

無形固定資産                             

商標権 2,999 － － 2,999 1,282 299 1,716

ソフトウェア 92,821 188,854 200 281,475 101,341 70,410 180,133

ソフトウェア仮勘定 137,469184,379137,469184,379 － － 184,379

電話加入権 1,692 － － 1,692 － － 1,692

無形固定資産計 234,981373,233137,669470,546 102,624 70,710 367,922

長期前払費用 12,370 2,398 729 14,038 － － 14,038

　（注）１．当期増加額のうち主なものは、次のとおりであります。

資産の種類 内　　　容
金　　額
（千円） 

 　リース資産 　パソコン 24,267

　 ソフトウェア 　電子カルテシステム(販売目的ソフトウェア) 131,383

　 ソフトウェア仮勘定 　電子カルテシステム(販売目的ソフトウェア) 121,242

 　　　　〃 　給与システム(販売目的ソフトウェア) 45,571

 　　　 ２．当期減少額のうち主なものは、次のとおりであります。

資産の種類 内　　　容
金　　額
（千円） 

 　建　　物   　旧本社社屋売却 45,420

　 土　　地 　旧本社敷地売却 73,196

 

【引当金明細表】

区分
前期末残高
（千円）

当期増加額
（千円）

当期減少額
（目的使用）
（千円）

当期減少額
（その他）
（千円）

当期末残高
（千円）

貸倒引当金 10,252 18,622 2,210 8,041 18,622

賞与引当金 105,507 104,732 105,507 － 104,732

役員賞与引当金 24,000 24,000 24,000 － 24,000

役員退職慰労引当金 98,489 6,865 － － 105,355

　（注）　貸倒引当金の当期減少額の「その他」欄の金額は、一般債権の貸倒実績率による洗替額であります。
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（２）【主な資産及び負債の内容】

①　現金及び預金

区分 金額（千円）

現金 2,572

預金  

普通預金 191,948

定期預金 342,124

定期積金 7,800

小計 541,872

合計 544,445

 

②　受取手形

(イ）相手先別内訳

相手先 金額（千円）

岡崎医療㈱ 5,208

三谷商事㈱ 3,134

ソフトマックス㈱ 2,892

北陸通信工業㈱ 2,846

㈱シーエスイー 　695

その他 1,556

合計 16,332

(ロ)期日別内訳

期日別 金額（千円）

平成21年４月満期 12,249

　　　　５月満期 2,948

　　　　６月満期 1,134

合計 16,332

 

③　売掛金

(イ)相手先別内訳

相手先 金額（千円）

㈱リコー 255,023

㈱三菱電機ビジネスシステム 107,021

医療社団法人　みゆき会 39,708

扶桑電通㈱ 34,897

都築電気㈱ 34,552

その他 646,901

合計 1,118,105

(ロ)売掛金の発生及び回収並びに滞留状況

前期繰越高
（千円）

当期発生高
（千円）

当期回収高
（千円）

次期繰越高
（千円）

回収率（％） 滞留期間（日）

(A) (B) (C) (D)
(C)

─────
(A) ＋ (B)

× 100

(A) ＋ (D)
─────
２

─────―─
(B)

─────
365

722,967 3,976,8843,581,7471,118,105 76.21 84.48

（注）　消費税等の会計処理は、税抜方式を採用しておりますが、上記金額には消費税等が含まれております。
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④　商品

品目 金額（千円）

外製ソフト 3,500

帳票サプライ用品 778

その他 57

合計 4,336

 

⑤　貯蔵品

品目 金額（千円）

事務用品 9,030

合計 9,030

⑥　仕掛品

品目 金額（千円）

導入作業に係る費用 10,471

合計 10,471

 

　　　⑦　繰延税金資産

　財務諸表の注記事項「税効果会計関係」をご参照下さい。

 

⑧　買掛金

相手先 金額（千円）

アイエニウェア・ソリューションズ㈱ 29,371

中北薬品㈱ 28,560

㈱三菱電機ビジネスシステム 9,751

㈱ネットウィン 6,944

エヌ・ティ・ティ・データ・カスタマーサービス㈱ 4,798

その他 14,459

合計 93,884

 

⑨　未払金 

相手先 金額（千円）

従業員給与 122,384

リコーテクノシステムズ㈱ 31,678

社会保険料 10,349

㈱ネットウィン 8,567

佐川急便㈱ 5,830

その他 54,965

合計 233,775

 

⑨　前受収益

区分 金額（千円）

保守売上の期間対応計算に係る前受収益 700,815

合計 700,815

 

（３）【その他】

　該当事項はありません。
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第６【提出会社の株式事務の概要】
　

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

剰余金の配当の基準日
９月30日

３月31日

１単元の株式数 100株

単元未満株式の買取り  

取扱場所

 （特別口座）

東京都千代田区丸の内一丁目4番5号

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　証券代行部

株主名簿管理人

（特別口座） 

東京都千代田区丸の内一丁目4番5号

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

取次所 　　　　　　　　　　─────

買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法

電子公告により行う。ただし電子公告によることができない事故その他

やむ得ない事由が生じたときは、日本経済新聞に掲載して行う。

公告掲載URL

http://www.ndsoft.jp

株主に対する特典

１．対象株主

　　　毎年３月31日現在の株主名簿及び実質株主名簿に記載または記録された１単元

（100株）以上の当社株式を保有されている株主 　

２．優待内容

 　 　所有株式数に応じて、図書カードまたはギフト引換券を贈呈。

 

 　　　　　　持株数 　　　　　　優待内容 

100株以上500株未満 1,000円相当の図書カード

500株以上5,000株未満3,000円相当のギフト引換券

5,000株以上10,000株未満5,000円相当のギフト引換券

10,000株以上 10,000円相当のギフト引換券

 

　（注）当社定款の定めにより、単元未満株主は、会社法189条第２項各号に掲げる権利、株主の有する株式数に応じて募集

株式の割当て及び募集新株予約権の割当てを受ける権利並びに単元未満株式の売渡請求をする権利以外の権利

を有しておりません。
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第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

当社は金融商品取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。

 

２【その他の参考情報】

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

(1）有価証券報告書及びその添付書類

事業年度（第29期）（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）平成20年６月30日東北財務局長に提出。

　

　　　 (2）四半期報告書及び確認書

　　　　 （第30期第１四半期）（自 平成20年４月１日　至 平成20年６月30日）平成20年８月12日東北財務局長に提出　　　　　

　　　　 （第30期第２四半期）（自 平成20年７月１日　至 平成20年９月30日）平成20年11月12日東北財務局長に提出

　　　　 （第30期第３四半期）（自 平成20年10月１日　至 平成20年12月31日）平成21年２月12日東北財務局長に提出

 

　　 　(3) 自己株券買付状況報告書

　　　　  報告期間（自 平成20年12月19日　至 平成20年12月31日）平成21年１月14日東北財務局長に提出

 　　　　 報告期間（自 平成21年１月１日　至 平成21年１月31日）平成21年２月12日東北財務局長に提出

 　　　　 報告期間（自 平成21年２月１日　至 平成21年２月28日）平成21年３月11日東北財務局長に提出

 　　　　 報告期間（自 平成21年３月１日　至 平成21年３月31日）平成21年４月８日東北財務局長に提出
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の監査報告書 
   

 

   平成２０年６月３０日

エヌ・デーソフトウェア株式会社   

 取締役会　御中   

 

 監査法人トーマツ  

 

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 尾町　雅文　　印

 

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 岩瀬　高志　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いるエヌ・デーソフトウェア株式会社の平成１９年４月１日から平成２０年３月３１日までの連結会計年度の連結財務諸

表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属

明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務

諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として

行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連

結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。

　当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、エヌ・

デーソフトウェア株式会社及び連結子会社の平成２０年３月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計

年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

　（注）１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が連結財務諸表に添付

する形で別途保管しております。

２．連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。

 

EDINET提出書類

エヌ・デーソフトウェア株式会社(E05548)

有価証券報告書

85/88



 独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書 
   

 

   平成２１年６月２６日

エヌ・デーソフトウェア株式会社   

 取締役会　御中   

 

 監査法人トーマツ  

 

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 尾町　雅文　　印

 

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 髙原　　透　　印

 

＜財務諸表監査＞

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いるエヌ・デーソフトウェア株式会社の平成２０年４月１日から平成２１年３月３１日までの連結会計年度の連結財務諸

表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属

明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務

諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として

行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連

結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。

　当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、エヌ・

デーソフトウェア株式会社及び連結子会社の平成２１年３月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計

年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　 

＜内部統制監査＞

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、エヌ・デーソフトウェア株式

会社の平成２１年３月３１日現在の内部統制報告書について監査を行った。財務報告に係る内部統制を整備及び運用並び

に内部統制報告書を作成する責任は、経営者にあり、当監査法人の責任は、独立の立場から内部統制報告書に対する意見を

表明することにある。また、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができ

ない可能性がある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠して内部統制監

査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要な虚偽の表示がないかどうかの

合理的な保証を得ることを求めている。内部統制監査は、試査を基礎として行われ、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評

価手続及び評価結果についての、経営者が行った記載を含め全体としての内部統制報告書の表示を検討することを含んで

いる。当監査法人は、内部統制監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

　当監査法人は、エヌ・デーソフトウェア株式会社が平成２１年３月３１日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると

表示した上記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に

準拠して、財務報告に係る内部統制の評価について、すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　 

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

　（注）１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が連結財務諸表に添付

する形で別途保管しております。

２．連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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 独立監査人の監査報告書 
   

 

   平成２０年６月３０日

エヌ・デーソフトウェア株式会社   

 取締役会　御中   

 

 監査法人トーマツ  

 

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 尾町　雅文　　印

 

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 岩瀬　高志　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いるエヌ・デーソフトウェア株式会社の平成１９年４月１日から平成２０年３月３１日までの第２９期事業年度の財務諸

表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成

責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行わ

れ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸

表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断して

いる。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、エヌ・デーソ

フトウェア株式会社の平成２０年３月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重

要な点において適正に表示しているものと認める。

 

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

　（注）１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が財務諸表に添付する

形で別途保管しております。

２．財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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 独立監査人の監査報告書 
   

 

   平成２１年６月２６日

エヌ・デーソフトウェア株式会社   

 取締役会　御中   

 

 監査法人トーマツ  

 

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 尾町　雅文　　印

 

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 髙原　　透　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いるエヌ・デーソフトウェア株式会社の平成２０年４月１日から平成２１年３月３１日までの第３０期事業年度の財務諸

表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成

責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行わ

れ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸

表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断して

いる。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、エヌ・デーソ

フトウェア株式会社の平成２１年３月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重

要な点において適正に表示しているものと認める。

 

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

　（注）１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が財務諸表に添付する

形で別途保管しております。

２．財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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